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はじめに

本誌第20巻5号（1979年5月〉掲載の拙稿「ハン

ガリー経済改革10年の道程」において鎌者は，経

済改革実施後10年間（1968～78年〕の，改革をめぐ

る政治・経済動向を分析した。そこで確認された

ことは，①内外における諸困難の発生により，

1970<年代前半に改革が後退したこと，②だがその

後の経験を通じ， 1977年後半以降再び改革の前進

一一「経済改革の第二段階J－ーが開始されたこ

と，の2点であった。しかしこの論文は，そこで

も述べているように，第二段階の具体的内容を解

明していない。それは，この課題の解決に必要な

材料が当時はまだ与えられていなかったからであ

る。だがその後，とくに今年にいたり，第二段階

の全容がようやく明確となった。かくていまや，

残された課題への取り組みも可能となっている。

本稿の意図は，まさにこの課題の解決にある。

本稿はこの課題に，主として次のニつの方向か

ら取り組む。①経済改革をめぐる1979～80年の政

治・経済情勢を概観すること，②1980年（一部は

1979年から〉実施の新しい経済規制用具体系（経済

規制システム〉を検討すること，以上である。

本稿で取り組まれる，いま一つの課題は， 1980
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年以降（一部は1979年から）適用されている新しい

経済規制用具の諸特質に関する検討である。この

新経済規制用具の分析を通じてわれわれは，第二

段階の経済改革がいかなる内容と性格を有するも

のであり，またいかなる具体的方向での改善をと

おして，経済的諸問題の解決をめざしているのか

を把握できるはずである。けだし，経済規制用具

は，新経済メカニズムの具体的発現形態にほかな

らないからである。

I 経済改革をめぐる1979～80年の

政治・経済情勢

1. 1979年の経済情勢

1979年の経済情勢は，その一層の深刻化を基本

的特徴としていた。国民所得の増大テンポは，き

わめて低い計画目標（対前年比3～4%増〉にさえ

いたらず，わずか1.4%にすぎなかった。これは，

1960年以降の実績の中では1965年の 1%増につぐ

低い実績であった。このみじめな成長率実績が主

として天候不順を原因とする農業生産の停滞によ

るものであったことはたしかである。けだし農業

総生産は，計画が対前年比で3～3.3%増を予定し

たにもかかわらず，ほぽ前年並の実績にとどまっ

たからである。たが，工業生産の実績もまた一一

農業生産の停滞による影響も否定できないが←一

計画目標の対前年比4%増に対し2.2～3.0%増

という控え目なものであったし，建設業の生産実
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識も，投資抑制を特徴とするこの年の年度計画tこ

照応し，著しく低い計画目標である対前年比2%

増と同水準であった。

低調な生産実績に規定され，生活水準の向上も

緩慢であった。就業者の名目平均所得が 7.5～8

%，金銭的な社会的給付額が同じく名目で18%増

大したことにより，国民l人当たりの名目所得は

約10%増加したが， 7月に実施された消費財価格

の大幅引き上げ（後述）で消費者物価水準が平均

9%も上昇したために，国民1人当たりの実質所

得はわずか 1%増一一計画目標は対前年比2%増

ーーにとどまったのである。とくに実質賃金水準

は，対前年比 1%増の目標とは逆に， 1～1.5%も

減少してしまった。もっともとうした中にあって

も実質個人消費は，目標（2.5～3.0%増〉より若干

低い2%増を達成することができた。これは，個

人所得のうち消費財購入に向けられる部分の割合

が高まったのと，個人貯蓄がくいつぶされたこと

の結果である。

以上に述べたような暗いニュースに満ちた経済

状況の中にあって唯一の「救い」は，対外ノミラン

スの大幅改善であった。それは第l表からも明ら

かである。すなわち 1979年の入超幅は，前年（約

598億フォリント〉の半分以下（約2加億フォリント）に

縮小したのである。この年の輸出は，ルーブyレ建

て取引で対前年比7～8%増を実現したが，輸入

の方は 2%増にとどまったし，西側通貨建て取引

はこれよりもいっそう有利に展開し，輸出は，計

i両目標（対前年比10～11%鴻〕をはるかにこえる14

%増を達成したのに，輸入は，前年なみを狙う計

画目標に対し対前年比5%減であった。しかも重

要なことは，この対外収支の改善が，交易条件の

ひきつづく悪化の中で実現されたことである。 70

～78年間における交易条件の推移は第2表に示さ
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第1表貿易収支の推移

（単位： 100万フォリント〉

年一一次1~1レJん建取市側通貨建取引｜全 体

1971 - 9,148 -14,588 -23, 736 
1972 + 6,084 - 3,019 + 3,065 
1973 +11,255 + 5,194 +16,449 
1974 十 3,320 -28,006 -24,686 
1975 -14,930 -23,618 -38,548 

1976 - 8,872 -14,652 -23,524 
1977 - 4,776 -23,599 -28,375 
1978 -17,056 -42,788 -59,844 
1979市 -10,725 -17,321 -28,046 

（出所〉 KSH, Statisztikai Evkonyv, 1978. 
（注） 略筆者推計。
(1）西側通貨建取引の中には，対社会主義圏取引
の一部も含まれている。たとえば1978年につい
て言えば，この年の対社会主義商取引額は輸出
入合せて3023億フォリントであったが，このう
ちルーブル建て取引額は， 25四億フォリントで
あり，残り451億フォリント〔うち： i輸出お8億
フォリント，輸入193億フォリント〉は西側通
貨建て取引によるものであった。
(2) この表の貿易収支には，商品取引のほか，こ
れにともなう運送費の収支も含まれてU、る。

第2衰交易条件の変動

年次｜ルーブノレ建取引｜西側通貨建取引｜全 体

1970 I 100.0 I 100.0 I 100.0 
1971 I 97 .8 I 99.2 I 98.6 
1972 I 96.3 I 100.6 I 97.9 
1973 I 96.6 I 98.1 I 96.6 
1974 I 97.0 I 83.6 I 89.4 

1975 I 88.5 I 77.8 I 83.1 
1976 I 86.6 I 83.0 I 84.9 
1977 I 84.0 i 79.9 I 82.0 
1978 I 82. 1 I 80. 6 I 81. 5 

（出所〉 KSH, Statisztikai EvkiJ.nyv, 1978. 

れるとおりであるが，ハヴァシ・フェレンツ党中

央委書記の述べるところによれば惜1),1979年に

もハンガリーの交易条件は前年に比べさらに 2%

悪化したとされるのである。したがって，交易条

件の悪化にもかかわらず貿易収支の赤字幅を対前

年比で半分以下にまで縮小しえたことは，きわめ

て大きな成果と評価されるべきであろう。

しかし，第1表からも明らかなように， 1978年

は入超額がとくに大きかった年なのであって，

1979年の入超幅が前年の半分以下に縮小したとは
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いっても，それはせいぜい1977年水準への回復を

意味するものでしかなかった。つまり貿易収支の

赤字はいずんとして巨額であり， 1973年の第1次

オイルショック以来つづいている大幅な赤字基調

は，なんら変化していないのである。

さらに， 1979年における対外収支赤字の縮小が

一時的要因に大きく依存していたことを忘れては

ならない。すなわち，1979年度経済計画は，対外収

支の改善を最大の目標としていたために，圏内の

投資活動に強カなブレーキをかけたのであるが，

収支の改善は，主としてその結果だったのである。

1975～79年間の投資額（当年度価格表示〉は，第12

回党大会（19.加年3月24～幻日〉の大会代議員向け

予備報告によれば，以下に示すとおりであった

（注2)

1975年 146.5(10億フォリント）

1976年 152.1

1977年 181.5

1978年 197.6

1979年 203.0

ここから明らかなように， 1979年の投資実績は

対前年比でわずか2.7%増〈実額で54億フォリント増〉

にすぎなかった。これはこの年の投資計画（2040

～2060億フォリント〉にほぼ相当するものであった。

ハンガリー国民経済は，たとえば1978年現在の輸

出額（2407億フォリント〕がこの年の国民所得（5115

億フォリント〉の47.1%一一輸出入総額（臼16億フ

ォリント〉では105.9%ーーに達する点にも示され

るように，輸出入両面において対外依存度がきわ

めて高い。つまりこうした高度に開放経済化した

体質に規定されつつ，ハンガリーでは投資活動が

貿易関係，対外収支の形成に決定的な影響を及ぼ

すのである借3)0

1979年の対外収支改善においては，投資の抑制
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とならぴ，原材料在庫増の庄縮も大きな役割を演

じた。けだしこの年の原材料在庫糟分は，前年の

約半分にすぎなかったからである。

以上のように， 1979年における対外収支の改善

は，コスト削減にもとづく国際競争力の強化によ

るというよりは，むしろ圏内の消費と投資の抑制

によるものであり，長期間にわたって継続しえる

性格のものではなかった。こうした中にあってハ

ンガリーの対外債務はひきつづき増大した。連年

にわたる赤字収支の結果，ハンガリーの対西側

累積純債務（公的輸出信用コミット額からの引き出し

と商業銀行の短期銀行間債務を含むすべての債務〉は

1978年末にはすでに90億ドル惟4）に達していた

が， 1979年中には新たに6～7億ドノレの純債務が

累積したと推測される。この90億ドルという累積

積務は，ポーランド（175億ドル〉，ソ連（172億ドル〉

につぎ，東ドイツ（叩億わけと肩をならべる額で

あって，国民1人当たりの債務額としては東欧諸

国の中で第1位である。また累積債務額は，こ

の年（1978年〕の西側通貨建て輸出（27.8億わレ〉

の約3倍に相当するものであった（対資本主義圏

輸出21.6億わレの約4.4倍）。

2. 深刻化する経済情勢への対応

経済情勢の深刻化は，主として第l次オイル・

ショック以来の交易条件の急激な悪化によるもの

であったが， 1979年に始まった第2次オイル・シ

ョックの影響が本格化する今年以降の交易条件

は，ハンガリーにとりますます不利なものとなる

であろう。したがってこうした状況のもとでハン

ガリー経済が生き残り，経済建設を順調に進める

には，国民経済の効率を高め，国際競争力を大幅

に強化しなければならない。しかもこの課題は，

労働力不足がますます深刻化する中で解決されな

ければならない。かかる厳しい制約条件のもとで



の解決の方向は，すでに前稿（「ノ、ンガリー経済改革

10年の道程J〕でも指摘したように，省労働力・省

資源型産業構造・貿易構造の形成，省労働力・省

資源型の技術体系・操業方式・労働組織の導入以

外ではありえない。だがこうした解決方向は具体

的にはどう実現さるべきなのか。これら経済改革

以来一一いな60年代中葉以来一一くりかえし提起

されてきた諸課題は， 1979年にいたって，もはや

猶予しえない焦眉の問題としてふたたび中央経済

指導部の前に提起されたのであった世5）。この問

題に対する中央経済指導部の回答は，経済改革の

諸原則をより徹底して貫徹することであった。も

ちろん経済改革の徹底化という基本方向は，前稿

でも確認したように，すでに1978年4月以来合意

されていたことである一一この時経済規制用具の

全面的改訂が提起された一一。だが1979年からは

この路線が具体的に実施されはじめた。

その第l弾が， 1979年7月23日に実施された消

費財価格の大幅引き上げであった。閣僚評議会の

公報によれば，消費財価格改訂の結果，消費者物

価は平均9%上昇し，その中で，食糧品は平均20

%〈パン50%，食肉30%，牛乳および乳製品20%，ラ

ード17%，砂糖23%〕，燃料は平均34%C石炭25%.

ガス20%，電気51%〕引き上げられた。もちろんこ

れに対応して，勤労者と年金生活者の給与額も引

き上げられたのであって，生産協同組合員は月140

フォリント，それ以外の勤労者と年金生活者は月

180フォリント， 2人以上の子供をかかえる家族は

子供1人につき月 130フォリント，の追加的給与

引き上げにあずかることができた惟6＼だが，価

格引き上げにかんするブダプレス（BUDAPRESS)

のコメントによれば，価格引き上げにともなう

国民の支出増は年間約却O億フォリントに達し，

追加的給与引き上げによる収入増210億フォリン

ハソガリー経済改革の新段階

トを差し引いても70億フォリントの消費者負担増

になるとされている位打。上記のコメントは今回

の価格引き上げ理由を次のように述べている。

「価格引き上げはハンガリー国民にとって突然のも

のではなかった。なぜならハンガP一社会主義労働者

党と政府は，これに先立って，消費財価格の引き上げ，

つまり消費財価格を実際の生産コストに合わせるーー

もしくは接近させる一一ことの必要性を疑問の余地な

く明らかにしていたからである。過去数十年間にわた

って園は，さまざまの消費財に対し巨額の価格補助を

行なってきたが，この補助額は，過去数年聞に3倍に

も膨脹し，昨年にはついに400億フォリント，つまり

財政支出全体の約10%，にも逮するにいたった…・・。

ハンガリーの経済メカニズムは，従来から価格の役割

強化に努めてきたし，事実，今回の改定にくらべはる

かに小幅であったとはいえ，これまで何度にもわたっ

て生産者価格と消費者価格の改訂を実施してきた。し

かし，これまでの改訂は，過去5～6年間に生じた大

幅な世界市場価格の上昇をわずかしか反映していなか

った。その結果として，生産者と消費者たちは，世界

経務に生じた一一時としてドラスチックな一一諸変化

をほとんど感知することがなかった。こうして価格

は，労働力・資材・エネルギーの合理的利用と節約，

効率的生産，合理的消費の促進に十分寄与してこなか

った。消費が国民所得以上のテンポで増大し，これに

よる超過需要を輸入の拡大によってしか充足しえなか

ったのは，主としてこのためであった。……（今回の〉

消費財価格の改訂は，エネルギー節約の促進と，特定

食料品の消費にみられる浪費の削減，より合理的な消

費行動の形成，をその目的としている。」（注8）。

以上のように今回の消費財価格引き上げは，消

費者補助の削減を通じて消費購買力の圧縮を図る

とともに，生産コストによりよく照応した消費財

価格体系の創出によって合理的消費構造の形成を

めざすものであり，本質的には，市場メカエズム

ラ



の機能を消費分野にも保障しようとするものであ

った（今回の消費財価格改訂は，従来のそれとは価格形

成原理の点でも大きな違いを有していたが，これについ

ては後に取り上げる。〕。もっとも，こうした大幅な

価格引き上げにもかかわらず，消費財価格と生産

コストの聞の講離は依然として続いている。先の

コメントによれば，広範な食料，燃料に対する価格

補助は今後とも継続され，たとえば豚肉では30%,

牛乳・乳製品では50%，砂糖・保存食品では平均

却%，の価格補助（いずれも消費者価格に対する比率〉

が給付されるとしている。しかしそれでもなお，

消費財価格と生産ロストの聞のリンケーヅ形成と

いlう統一的原理が今回はじめて大胆に適用され，

これにもとづいて消費財価格体系が抜本的に変更

されたことの意義はいくら強調しでも強調しすぎ

ることはないであろう。

消費財価格の大幅引き上げにつづき， 11月1日

には， 1976年以来4年ぶりに，経営機関を対象と

する経済規制用具の修正が行なわれた（19曲年1

年1日から実施〉。この修正は主として生産者価格

体系，企業所得分配システム，賃金規制システム

を対象とするものであったが，これらの改訂に規

定されつつ，投資システムの性格もまた大きく変

化した。経済規制システムの具体的変更点は後に

詳しく見るが，いまその基本的性格のみを指摘す

るならば，①市場メカニズムの適用方式におけ

る刺激（アメ〉原理から強制〈ムチ）原理への相

対的重点移動，②平等原理の稀薄化と差別原理の

強化，③経済規制システムの内部における価格の

中心的役割の鮮明化と租税・補助金システムの簡

素化，およびこれらを通じる利潤原理の一層の強

化，を挙げることができるだろう。これらはいず

れも， 1968年経済改革の前後から多くの論者にょ

うて強調されてきたことである。だがこれまで
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は，政治的・経済的考慮もあり，実際には必ずし

も適用されてこなかった。しかし経済情勢が深刻

化する中で，これらはついにその体系的実現を強

制されるにいたったのである。

新しい経済規制システムの公布につづく12月6

日には，ハンガリー社会主義労働者党中央委員会

総会が開催された。この総会での経済関係報告

は，ハヴァシ・フェレンツ党中央委員会書記がお

こなった。総会決議は， 「1979年中に，（中央〉経

済管理はより断固たる，より実効力あるものに変

わった。経営組織の多くは，（提起された）要請を

理解し，より厳しくなった諸条件に順応しはじめ

ている。」（削〕と評価しつつも， 「生産効率，競争

力，生産品目構成の改善は，必要とされまた可能

であるよりも小幅であるJと厳しく判定してい

る。ハヴァシは先に紹介した論文（注1参照〉の中

でも次のようにのぺている。

「（種々 の肯定的諸変化にもかかわらず〉，中央経済

管理は，生産構成，効率，節約，投資活動等をパランス

回復の諸目標に沿って改善させる施策を作成する点，

とくにそれを実現する点で，いまだ端緒的段階に立っ

ている。経営組織の多くは，これらの要請を遂行する

上で，十分な積極性を発揮していない。」｛注10）と．

このように，経済規制システムの修正により，

経済諸課題の実現を保障しうる園内的経済環境づ

くりは完了したが，中央経済機関と経営組織のこ

れに対する対応はいまだ不十分な段階にある。こ

うした現状認識をふまえ，総合決議は，

「中央委員会は， （中央〉管理機関と執行機関の全

てのレベルにおいて（1980年度〉計画の要件を実現す

ることが前進における必須条件であると強調した。こ

のためには，経済均衡の改善，収益性の高い生産物と

輸出品の飛躍的拡大，産業構造再編の加速化，不採算

経済活動の縮小，経済政策に沿った選択的な投資財源
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第3表 1舗0年度照民経済計爾の主要目察

而扉司品若年＝附｜即咋実績（19畔＝附｜
1鮒年許面目標

(19均年＝100)

国民所得
園内使用関民所得
工業生産
建設生産
幾業生産
投資

103.0-104.0 I 101.4 103.0-103.5 
99.0 

103.5-104.0 
97.0-97.5 
105.0-1β5.5 
95.0-96.0 

開.o I 部.0
104.0 I 102.5～103.0 
102.0 I 102.0 
103.0-103.5 I 100.0 
103.0～104.0 I 102. 7 

( －プJレ建て
輸 出｛告側通貨建て

（ ← I { i即日開O
110.0-111.0 I l 114.0 

{ 105 0-1肪 O
110.0以上

（肌目前O
微減
100.0 

｛ ーイル建て
輸 入i西仮崎貨建て
l人当たり実質所得
個人消費

{ - I { 1但 0
100.0 i l 95.0 
102.0 I 微 増
102.5～103.0 I 102.0 101.0～101.5 

（出所〕 KiJzlemeny: A Magyar Szocialista Munkdspdrt KiJzponti Bizottsdgdnak 1978. december 6-i 
iJlesercJl, Nepszabadsag, 1978, december 8.; Az 1980. evi nepgazdasagi terv, Nepszabadsag, 1979, 

december 23. 

利用，厳格な節約が経済管理活動と政治活動の中心に

据えられなければならない。

各行政機関は，国民経済計画の遂行に必要な措置を

適時かつ継続的に下すべきであり，その系統的執行に

配慮すべきである。また…－・経済規制用具の中にこめ

られた統寸靖要件を厳格に適用すべきである。

企業，協同組合，地方評議会は，国民経済計画の諸

目標に応えた（企業）計画を作成すべきである。あら

ゆる経営単位は，市場の要求に柔軟に対応すること，

資材とエネルギーの節約を強めることをみずからの主

要課題と考えるべきである。J（住11)（傍点は引用者〉。

と強調している。

12月6日の党中央委総会は， 1980年度国民経済

計画に関する勧告をも採択した（この勧告は，閑僚

評議会で検討され無修正で採択された〕。1980年度国民

経済計画は，現下の経済情勢における中央経済指

導部の対応策を示すものとして，また来年度から

開始される第6次5カ年計画の基本方向をも示唆

するものとして無視するわけにはゆかない。

3. 1980年度国民経済計画

1980年度国民経済計画の主要目標は，第3表に

示すとおりである（比較のため1979年度の計画と実綾

もあげており。ここから明らかなように， 1980年

度における国民所得と工業生産の増大テンポは，

1979年度の計画目標とほぼ同ーの水準に設定され

ているが，農業生産については前年の後退分を取

り戻すべくかなり高目（対前年比5～5.5%増〉の目

標が設定されている。一方，投資はかなり大幅な

(4～5%）削減を予定されており，これに対応し

て建設生産も前年度を下回る予定である。また1

人当たり実質所得と個人消費の増大テンポは，

1979年度計画目標はもちろん，この年の実績をも

下回る水準におさえられている。こうした圏内で

の蓄積と消費の抑制を反映し，圏内使用国民所得

は， 19四年の対前年比4%減につづき， 198併Fに

もさらに 1%減少するはずである。一方外国貿易

の分野では，輸出の大幅増強と輸入の相対的抑制

が実施される。その結果，計画文書の説明によれ

ば，交易条件のひきつづく悪化のため対外収支は

依然として入超でありつづけるが，入超幅は大幅

に縮小するはずである。とくに西側通貨建て取引

については，もし計画が予定どおり実現されるな

らば，収支均衡がほぼ達成されるであろう（つま

り対外収支の赤字は， 「計画的Jにループル建て取引に

集中されることになる〉。
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以上のように， 1979年と同様， 1980年度国民経

済計画においても，対外均衡の回復が最大の目標

とされており，国内経済の量的な発展はさしあた

り後回しにされているといってよい。だがこのこ

とは，計画が質的な発展を無視することを意味す

るものではない。むしろ逆に，この機会を利用し

て国民経済の徹底的な体質改善が図られようとし

ている。この点について， 1979年12月6日の党中

央委決議は次のように述べている。

「中央委員会は， 19前年度国民経済計画の主要目標

が，対外ノξランスの一層の改善と，すでに達成された

生活水準の維持におかれるべきだと考える。このため

には， 1979年に展開した好ましい諸傾向をいっそう強

化する必要がある。今後の活動における問題の鍵は，

生産の選択的拡大と合理的節約の強化である。経済活

動，管理，執行，における主たる努力は，生産効率の

向上，構造的（産業構造，生産品目構造一一引用者）

諸変革の加速化，技術革新，国際競争力の強化，に向

けられなければならない。また，低収益経済活動と欠

損分野の縮小・一掃の面におけるいっそうの前進はい

まや不可欠である。J（注12)

このような立場から， 1980年度計画では以下の

諸点がとくに強調されている。

①生産の選択的拡大と投資の選別強化。生産と

投資の決定にあたっては，西側通貨建て輸出の拡

大と輸入代替に関連する分野（部門，品目）が優先

され，投資に対する補助金とクレジット供与もこ

れらの分野に集中されるであろう。

②不良企業の体質改善。長期にわたり欠損・低

収益状態にある企業は，再建計画の作成を義務づ

けられ，不採算部門の計画的縮小・廃止を強制さ

れる。このため，必要とあれば，機構改革，労働

力の再編成（時には解雇）も断行される。これによ

って発生しうる部品，半製品，完成品の不足は，

8 

優良企業の生産拡大によってカヴァーされるであ

ろう。

③企業問・部門間の労働力移動。構造改善と投

資抑制に伴い，工業と建設業の就業者数は削減さ

れ，非生産部門に移動される。ハンガリー経済は

目下深刻な労働力不足の状況にあるため，構造改

善による失業はありえないと判断されている。

④不要原材料在庫の一掃〈売却）。

⑤賃金格差の拡大惟13】

以上要するに， 1980年度国民経済計画ではマク

ロとミクロの両面における徹底的な「ぜい肉落しJ

が予定されているのであるが， 198<r-年から施行さ

れる新経済規制システムは，まさにこのためのも

のである。

4. 社会主義労働者党第12聞大会

1980年3月24.日から27日にかけて開催されたハ

ンガリ一社会主義労働者党第12回党大会は，経済

改革の第二段階に備える組織的・思想的態勢づく

りの舞台となった。

まず組織的態勢づくりの点について見るなら

ば，党政治局員の大幅入れ替えがこれを如実に示

している。今大会で選出された政治局のメンバー

を前大会でのそれと比較するならば，アプロー・ア

ンタル（AproAntal 67議），ピスク・ベーラ（Bi路ku

mla59歳），フォック・イエノョー（F，舵kJen6 64 

歳〉，ネメシュ・デジョー（NemesD闘 672歳〉が

退き，ハヴァシ・フェレンツ（HavasiFerenc 51議〉，

コロム・ミハーイ（KoromMihaly日歳），ロション

ツィ・パール（LosoncziPal 61歳），メーへーシュ・

ラヨシュ（M~hes Lajos 53歳〉が新たに加わった

ことが判明する。退陣した人々のうちフォック

は，すでに1975年に「健康上の理由Jから自発的

に首相を辞職しており，今回の更迭も本人の意志

によるものと恩われる。アプローとネメシェはす



でに高齢であることが退陣理由であろう。 ピスク

のみが59歳という若さで政治局を離れている。こ

れは明らかに， 1978年4月の党中央委拡大総会で

彼が党書記局から排除されたことに続く政治的理

由からの退陣であったといえる世14）。一方新メン

ノミー4氏のうちロションツィはすでに1975年7月

に政治局に加わっており，今回新たに加わったの

は残り 3名である。これら 3名のうちハヴァシと

コロムは，上記1978年4月の拡大総会（ここで経済

改革の前進が確認された〉で党書記局に加わった人

で々あり， メーへーシュも，同じくその時にブダ

ペシュト党第一書記に就いた人物である。また彼

らは，いずれも51歳， 53歳と若いのが特徴である。

以上の諸点を考えるならば，今回の人事異動が

経済改革派の地歩強化と政治局員の若返りを狙っ

たものであったことは明白である。

思想的態勢づくり，統一的観点の形成は，新経

済メカニズムの新しい解釈の中に表現されてい

る。この新しい解釈は，中央経済管理の二つの手

段である行政的手段と経済的規制用具の相互関係

を，市場的経済法則を基礎に能動的に統一された

もの， とみなす点にその特徴を有する。党大会へ

の中央委員会報告は次のように述べている。

「約15年前にその基本原則を与えられたわが国の経

済管理システムは，社会主義建設の一般的諸法則とわ

が国の特殊性を考慮してつくられている。社会的所有

に基礎づけられた社会主義的計画経済は，企業と協同

組合の自立性と結合しつつ，また集団と個人の物質的

利益をも生かしながら，経済政策の実現によく寄与し

てきた。だがわが国の経済管理システムは，その作動

のあり方の点でいくつかの弱点を残している。それは，

（現在〕の管理（形態〉， 国民経済の計画化，組織体

制が，変動しつつある諸条件に十分機動的に対応し

ているとはいいがたく，必要な諸決定を下す点でしば

ハンガリー経済改革の新段階

しば立ち遅れを見せているということである。

したがって基本的経済諸課題の解決，計画の作成

と調整，課題遂行のための諸条件の創出，等の分野に

おける行政諸機関の責任を明確にし，これら機関の活

動をより効率的にすることが必要となっている。中央

的経済管理は，…・・・首尾一貫した行動，と経済的意志
すペラ，イグィ，－•ユ

決定の相互調整，適切な実務的処置，をもって主要な

経済諸過程を組織し管理すべきである。また意志決定

活動を改善し，管理の媒介環を削減し，各機関の任務

と責任をより明確たらしめるべきである。

（中略〕

もちろん社会主義建設の時代にもそれ独自の厳格な

経済法則が存在するのであって，それらを無視するこ

とはできない。つまりわが国の管理システムは，社会

主義的計画経済を本質としつつも，同時に商品・貨幣・

市場関係をも経済生活の有機的一部としている．生産

効率の問題，高収益経営の問題，物質的関心の問題を

取り上げる際に，われわれが社会主義経済の法則性に

考慮を払うのはまさにこのためであるJ（注問。

党大会決定もまた，

「われわれの基本的課題は，中央の管理と企業・協同

組合の自立性・発意能力の同時的強化に存する。J（注16)

（傍点は引用者）と強調している。

社会主義計画経済が中央の計画的管理と企業の

自立性の両面から構成されるべきだとする見方自

体は，経済改革派の当初からの考え方であってな

んら目新しいものではない。 しかし，事実問題と

して，経済改革派が当初，中央管理を国民経済レ

ベルのグローパルな計画作成と了解し，これを実

現する手段としては主として経済的規制用具を念

頭においていたことは否定できない。つまり市場

メカエズムを前提とするかぎり，企業を中央の意

志の方向に誘導することは，一部の特殊な部門を

除き，経済的規制用具だけで十分可能だと考えて

いた。これはたとえば1971年8月の党中央委員会
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と政府の合同協議会において， 「たしかに経済管

理において規制用具が重要な役割を果たしている

のは事実だが，中央管理機闘がすべてを規制用具

に期待し，措置を講ずることが必要であるにもか

かわらず何もしないといったことは許されない」

依 17）という批判が出された点にも示唆されてい

る。大会への中央委員報告もまた，次のように述

べている。

「経済的規制用具は，管理のためのなくてはならな

い手段である。・ーだが規制用具は，それ自体として

は万能ではない。規制用具の自動的作用にのみ頼りき

ることがあってはならなu、」（注18）ど。

したがって今大会の決議で打ち出された「中央

管理と企業自主性の同時的強化Jという方向が，

過去12年間の反省をふまえたものであること，つ

まり経済改革派が経済的規制用具だけでは計画的

経済運営は図れないのだという認識を持つにいた

ったことをその背景としていることは明白であ

る。もちろん，今回強調されている中央管理の強化

が，指令型経済管理システム的な中央管理への後

退を意味するものでないのはいうまでもなU、。か

つての中央管理は，計画と市場を対立的にとらえ，

後者を否定（もしくは制限）することをその内容と

していた。しかし今回強調されている中央管理は，

市場メカニズムが本来果たすべき一一少なくとも

そう期待されている一一機能を現実の市場メカニ

ズム（経済規制用具〕が十分保障しない場合には，

行政的にもこれを貫徹させるべきだという内容を

もつものである〈これは後に見る 1980年経済規制シ

ステム，特に価格メカニズムの検討を通じて明らかにな

るはずである〕。したがって， この種の中央管理強

化は，企業の自主性となんら矛盾しないのである。

党大会決定が次のように規定したのはまさにその

ためである。

IO 

「全国的諸課題の作成とその解決にあたっては，企

業と協同組合により一層依拠しなければならない。な

ぜなら，われわれの前進は，かれらの自立的活動と企

業的精神，かれらの経営成果に決定的に左右されるか

らである。したがって，これら企業と協同組合の内部

管理・刺激システムを近代化すべきであり，かれらの

意志決定分野への不必要な介入は避けるべきである。J

（注19)

以上の点とも関連するが，今大会で提起された

経済管理にかかわる方針のうちで，とくに注目に

値するいまひとつの点は，企業指導者の役割に特

別の強調がなされたことである。これに関する中

央委報告は次のとおりである。

「経済諸課題の高い水準での解決は，経済指導者に

よるところがきわめて大きい。したがって，経済指導

者を評価するにあたっては，新しいものに対する感受

性，責任負担（意識），高水準の執行組織能力と点検

能カ，により大きな力点をおくべきである。とくに生

産の直接的管理者，つまり作業長の権限とーーその労

働と責任にふさわしい一一物質的・道徳的評価づけを

強化するべきである。 （周聞の）人々に注意を払いイ

ニシァティヴを発揮し，規律正しく，任託された人民

の資産を適切に運用し，生産にかかわる誇要件を十分

に果たす指導者，秩序と規律を他の人々に対しても要

求するような指導者には，より大きな社会的評価が与

えられなければならない。J償却）

大会決定もまた次のように次のように述べてい

る。

「（企業指導者は〉もっと大胞に自己の権限を行使す

べきである。イニシァティグを発揮し，進取の気風に

富み，責任と合理的リスクを負担する用意があP，高

い水準での労働の組織化とその首尾一貫した点検に能

力のある指導者たちを，これまで以上にサポートすべ

きである。」（注21)

企業指導者の活性化に大きな関心が向けられた



ことは，大会で発言した代議員の多くがこの問題

を取り上げている点にも示されている。すなわ

ち，最高指導者を除く一般の発言者〈州レベルの党

指導者を含む〕48名のうち 8名がこの問題に論及し

ているのである。しかもそれらはいずれも，企業

指導者の労働を評価し，彼らの能動性に対する積

極的サポートを呼びかけたものであった。いまそ

のうちのひとつを紹介すれば次のとおりである。

「私は，経済指導者の大部分がよく働いていると確

信しています。ですから経済指導者たちを第三者的に

批判するばかりかあらゆることの責任を彼ちにおしつ

けるととが流行となっていることは，私にはとても不

愉快に感じられます。現在，外的事情の影響でわが国の

経済均衡が崩れた中で，ついに私たちはこの悪習から

抜け出すことにしました。なぜなら，責任転嫁の有害

なきざしが増大していたからです。世間の人々は，経

済指導者たちの活動についてあまりよく知っていませ

ん。たとえばある大工場の経営局の指導者たちの1日

の実質的労働時聞が平均的な8時間ではなく10.7時間

だということを知りません。 一・・もちろん中には逆の

例もあります。国民経済の諸利益をなかなか理解でき

ない経済指導者もいますし 〔自分がもっている〉可

能性と権力を悪用したり，およそ指導者として失格の

人だっています。このような場合には，党指導部も措

置を講ずるべきです。なぜなら党指導部は，そとに属

する幹部たちの個人的問題についてイニシァティヴを

発揮する権利をもっているのですから。この権利は，

任命の時だけでなく，更迭の場合にも行使されるべき

です。」（注22)（傍点は引用者）

本来，企業指導者の役割強化は，企業の自主性

強化と不可分のものである。事実，経済改革後，

彼らの権限は明らかに強化されている。それでも

なお，今回との点が強調されたことの意味は大き

い。その理由は，まず第1に，これが，内外の経

済情勢の深刻化に強制された結果とはいえ企業の

ハンガリー経済改革の新段階

最高指導者を名実ともに強大な権限と責任をもっ

真の「経営者」に成長させることの不可避性を示

しているからである。いまや経済指導者は， 「経

営者jたることを奨励されるだけでなく，強制さ

れるようになったのである。第2の理由は，企業

の下級指導者の権限強化がはじめて取り上げられ

たことである。一般的にいって，従来，ハンガリ

一国営企業の企業内組織編成はあまりに画一的で

あり，企業をとりまく状況の変化に十分適応して

いないと言われている。たとえばボルシェーイ・

シャーンドル（BorselySandor）は，今日の企業内

組織システムが基本的に同1950年代に形成された

当時のままであると指摘している惟釦。こうした

認識は，先に紹介した引用（注19:参照〉の中で，

企業の内部管理システムの近代化が提起されてい

る点にも反映されている。したがって下級経済指

導者の役割強化は，改革の対象がいまや企業の内

部管理システムにまでひろがってきたことを意味

しているのである。

5. 第6次5カ年計画の基本方向

第四回党大会は，第6次5カ年計画（1981町田

年〕にかかわる具体的計画数字を提示しなかっ

た。大会報告によれば，その理由は， 1980年の実

績を踏まえることなしに計画目標を設定すること

は計画目標を現実的な根拠づけのないものにかえ

るからだとされている。要するに， 1980年の見通

しがまだ立たないというのがその真相であろう。

ただ国民所得の成長率については， 「現在の推計

ではjというただし書きつきで一応の数字が与え

られた。それは，次期計画期間中に全体として15

～17%の国民所得の増大を達成しうるというもの

である。これは年平均では3～3.5%の成長率に

相当する。この成長率は，中期計画の数字として

は，ハンガリーで社会主義建設が開始されて以来
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最低の計画成長不である。つまりハンガリーの政

治指導部は，過去数年間に定着した低成長路線を

次期5カ年計画期間中にもひきつづき継承する

（せざるをえない）と考えているのである。

しからば，第6次5カ年計画の主要課題は何か。

結論的に言えば， 1980年度計画を紹介した際に述

べた諸点がそのまま当てはまる。すなわち，①対

外パランスの改善，②①のために必要な圏内的諸

均衡（財政収支，商品需給ノfランス，労働力ノξランス，

投資財源と建設能力のパランス）の安定化，⑤マクロ

とミクロの効率向上とこれに基礎をおく国際競争

力の強化。具体的には，産業構造と生産品目構造

の改善（比較優位部門・企業の選択的拡大と比較劣位部

門・企業の体質改善，もしくは縮小・廃止。以上に治っ

た投資の選別的集中化），先進技術の導入（とくに西側

技術の購入，西側企業との産業協力〉，コメコン内国

際分業への積極的参加，操業技術・労働組織の改

善（たとえば三交代制の普及〉，④企業内および企業

問・産業聞の労働力移動の促進，以上である。

見られるように，第6次5カ年計画期もまた，

量的には低い成長テンポのもとで質的には高いレ

ベルの経済体質を構築しようとしているのであ

る。

（注1) Havasi, Ferenc, Gazd部品gi句itomunkank

eredmenyei es feladatai, Tarsadalmi Szemle, 1980, 

1. sz., 6. old. 

（注2) A Magyar Szocialista Munkdspdrt 

Kozponti Bizottsdgdnak elozetes jelentese, a XII, 

Kongrsszus kUldlStteinek, N句szabadsag, 19剖．

marcius 22-i szamanak melleklete, 12. old. 

（注3) 投資活動と対外収支の関連についてここで

詳細な検討を行なうことはできないが，この両者が密

接な関連を有することは，上記の投資動向と第1表の

貿易収支の動向を重ね合わせて見れば十分に理解され

るはずである。なお，この問題にとくに興味のある読

者は，拙著『社会主義的工業化と資本蓄積構造』アジア

経済研究所 1979年 48-54ベージを参照していただ

I2 

きfこL、。

（注4) Brainard, L. J. (Bunkers Trustの Vice

President）推計。小川和男「東西貿易の現状と展望」

（ソ連東欧貿易会編『ソ連・東欧諸国の外国貿易国家

独占制度の展開』 1980年） 194ベージ。

（注5) 現時点における国民経済的諸課題の緊急性

についてシタサイ・ベーラ（SzikszayB品la）党中央委

員会経済部副部長は，現下の経済情勢と68年経済改革

当時のそれとを比較しつつ，次のように語勺ている。

「1部8年の経済管理改革は， fンテンシプな経済発展

段階のもとでの，ハンガリ一国民経済の諸条件下にお

ける，社会主義的計画経済の一層の発展であったと把

揮しうる。だが当時ハンガリ一社会主義労働者党は，

この経済管理システムの一層の発展を，焦眉の経済的

強制に迫られて決意したわけではなかった。そうでは

なく党は，意識的な予見にもとづき，つまりインテン

シブな発展が不可避的に生ずるという歴史的必然性を

認識するなかで，これを決意したのである。かくて当時

においては，この新しい発展軌道にむけての軌道修正

も，比較的漸進的に遂行しうる課題と思、われていた。

ところが19四年代中葉にL、たるや，世界経済には急

激で本質的な諸変化が発生するにいたった。これらは，

とりわけ世界市場価格・価格比率の急激な再編成，エネ

ルギー・基礎素材価格の大幅な上昇にその表現を見い

出していた。……世界経済におけるこれらの変化は，わ

が国経済発展が直面する諸課題の性格を変えるもので

はなかった。つまり，新たに形成された状況もまた，

依然として質的諸ファクターにもとづく経済発展一一

経済効率の大幅な上昇，生産構成の再編成，経営全般

にわたる抜本的な効率改善，さらにはこれらに照応し

た経済管理システムの創出一一ーを要求している。だが

数年前には漸進的に解決しうると思われていた課題も

70年代後半にはもはや緊急性を要するものとなってい

た。すなわち現在解決を迫られている諸課題は，元来

短期間で一挙に解決することがおよそ不可能な問題

一一生産構成の再編成，技術革新，品質の改善，組織

化水準の向上ーーにおいてさえ，可能な最短期間で抜

本的改善を勝ち取らなければならないという点に特徴

を有しているのである。J（アンダーラインは原文，傍

点はヲl用者。）

Szik詔ayBela, A gazdasdgi szabdlyozok modost-

tdsdr6l, Tarsadalmi Szemle, 1980, januar, 26-27.。Id,
（注6〕 AMinisztertandcs Kozlemenye; A fog・ 

yaszt6i drak es szolgdltatdsi dijak emelcshol, 



valamint a berek, a nyugdijak esegyeb tdrsadalmi 

juttatdsok 是iegeszfteserol, Ne戸zabadsag, 1979, 

ju.Hus 22. 

（注7) Nagy Lajos, Takarekosa必banelni, hate-

konyabban gazddlkodni: K01抑制emtdr,BUDAPR-

ESS, 166/179. 

（注8) 向上。

〔注9) Kozlemeny: A Magyar Szocialista 

Munkdspdrt Kozponti Bizottsdgdnak 1979. dece-

mber 6-i uleserol, N品戸田badsag,1979, december 

8. l. old. 

（注10) Havasi, op. cit., 4. old. 

（注11) （注9）に同じ。 2.cld. 

（注12) 同上， 1.old. 

（注13) この点について，前掲の党中央委総会決議

は次のように述べている。 「賃金は，よりよい労働を

刺激し各人の勤務実績と経常機関の業績により密機に

結びつけられるべきである。平均を上廻る賃金引き上

げは，労働効率と定員管理の面で著しい成果をあげた

ところにおいてのみ可能となるであろう。（向上〉

（注14) ニエノレシュ・レジョーらをはじめとする経

済改革派指導者を党中央委書記局から排除した1974年

3月の党中央委拡大総会においてビスタが中心的役割

を果たしたことは，前稿でみた（平泉「ハンガリー経

済改革・－－」 28～29ベージ）。

（注15〕 A Magyar Szocialista Mnnkdspdrt 

Kozponti Bizottsdgdnakbeszdmol6ja, Nepszabadsag, 

1980, marcius 25, 6. old. 

（注16) A Magyar Szocialista Munkdspdrt XII, 

Ko河gresszusdnakhatdrozata, N品pszabadsag,1980, 

marcius 29-i szamanak melleklete, 9. old. 

（注17) 平泉「ハンガリー経済改革…u」32ベーン。

（注18) （注15）に同じ， 7.old. 

（注19) （注16）に同じ， 9.olp. 

（注20) （注15）に同じ， 7.old. 

（注21) （注16）に同じ， 10.old. 

（注22) Takacs Imren卓，Kdrosdivat a gazdasdgi 

vezetok kritizdlgatdsa, N品pszabadsag,1980, marcius 

26, 7. old. 

（注23) Sarkozy Tamas, Mit kell tudni a vdllalati 

t宙開enyrol?Kossuth Konyvkiad6, 1978, 87. old. 
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II 1980年経済規制システムの諸特質

1. 過去12年間の経済規制システムの問題点

今年1月1日付けをもって実施に移された経済

規制システムは， Iで考察された経済情勢とこれ

に対する中央経済指導部の対応に沿いつつ作成さ

れたものである。これらの作成にあたっては，過

去12年聞における経済規制の経験も十分考慮さ

れた。したがって，今回の経済規制システムの特

質を正しく把握するには， 1968年改革の構想、と実

際の現実の聞に生じたギャッフ．をハンガリーの経

済指導部が現在どのように総括しているかを知る

必要がある。こうした立場から以下では， 『経済

評論』 （KozgazdasdgiSze叫の誌の1980年1月号に

掲載されたホルパート・ラースロー（Horvath

Laszl6）の論文「1980年の経済規制用具J（注1）を取

り上げ，経済規制システムのこれまでの問題点を

整理してみることにする。この論文をとくに取り

上げる理由は，筆者のホIレパートが，現在全国計

画庁副長官の職にあり，経済指導の最前線にいる

人物として問題の所在一一少なくとも現経済指導

部の考え方ーーを正確に理解していると考えられ

るからである。

ホルパートは， 1968年の改革構想が，国民経済

計画によってその枠組を決定される市場（「規制さ

れた市場」〉は，もしこの市場に中央から適切な経

済規制用具が与えられるならば，内外企業聞に節

度ある競争を生み出し，ついでこの競争の中に表

現される企業聞の利害対立をパネとして社会的利

益の実現を十分保障するはずだ，という立場に立

っていたという。彼によれば，この構想は10年の

歴史を通じてその基本的正しさを実証した，とさ

れる。だが他方で彼は， 「この市場の盤賓が，当

初構想されたそれとはかなり具なっていた。」（ア
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ンダーラインは原文〕， と考えている。なぜなら，

「自立的に取引するにはどうしなければならない

のかということを経営組織と幹部たちがあまりよ

く分かっていないということが，改革実施後ほど

なくして明らかとなったjからである。たとえば

ーーと彼は指摘している一一企業聞の契約形態

は，改革実施後すでに10年以上になるというのに，

いまだにかつての4半期ごと契約が支配的一一長

期契約形態が未発達一ーである。また商業的方法

による生産財取引が一般化したとはいえ，効率的

な取引方法は宋成熟であり，そのため在庫管理方

法の水準，在庫・購販売コストはいまなお先進資

本主義国からはるかに立ち遅れている。

改革ではまた，供給超過状態の創出に大きな期

待がかけられたが，これも実際には，まれにしか，

しかも一部の生産品目においてしか出現しなかっ

た。しかも，供給超過状態が出現した場合でさえ，

そこで予定されたはずの価格引き下げ効果はいっ

こうに生じなかった。なぜならそのような場合，

企業は，むしろ社会主義国向けの輸出を増強した

り，国家財政の負担一一補助，クレジットーーに

おいて在庫を積み増したりすることに血道をあげ

たかちである。

以上とも関連するが，競争状態の創出による価

格引き下げというもくろみもさして成功しなかっ

た。というのは，国が小さい一一国内市場が狭院

であるーーために圏内市場における競争の可能性

は想像以上に制約されていたし，輸入品との競争

による価格引き下げ効果も，輸入品価格自体が現

実にはむしろ価格上昇傾向をもっていたために，

あまり有効でなかったからである。

「規制された市場」が当初の思惑と異なるもの

となったことの主たる原因は，一一ーとホルパート

は続ける一一「規制された市場Jを有効に作動さ
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せうる価格体系が欠如していたからである。改革

の際に構想された価格体系は，園内の技術・組織

化水準を前提とした社会的必要費用水準，社会的

選好，市場での価値評価（需要・供給関係〉，の三規

準に立脚するものとされていた〔注2）が，現実には

この原則は部分的にしか実現されなかったとホル

パートは言う。つまり現実の価格体系は，圏内的

必要費用水準と社会的選好を反映したにとどま

り，市場的価値評価の方は，市場機能の未熟性そ

の他の事情により，価格形成の中にその十分な表

現を見い出しえなかったのである。一方世界市場

価格の圏内価格への波及といういまひとつ別の要

請一一注2参照一一ーも現実には緩慢かつ首尾一貫

しなU、形でしか実現させられなかった。

価格体系が有するこうした不完全性のゆえに，

利潤原理に立脚したはずの物質的刺激システムも

十分に機能しなかった。なぜなら，物質的刺激シ

ステムの基礎となる利潤自体が，当時の価格体系

のもとでは，真の効率性を正しく反映していなか

ったからである。このことは，当時の価格が非効

率な経営活動から発生する過大なコストとこの不

当に大きなコストの一定割合として算定される利

潤（したがって二重に不当な利潤）をもその内部に

含みえたという点を考えるならば，十分理解され

るはずである。この他，企業利潤の大きさはまた，

さまざまな名目で給付されていた個別的性格の補

助金によっても大きく変動しえた。したがって，

このようななかで形成される利潤が真に有効な物

質的刺激システムの基礎となりえなかったのは当

然であるし，またこうした弱点を苧む利潤に基礎

をおいた刺激システムが倫理的にさえ不当性を有

していたのは明らかである。

ついでホノレパートは，改革実施後ひんぱんにく

りかえされた規制用具改正の問題点を取り上げて



いる。

さまざまな修正の過稜でとくに顕著であったの

が賃金・報償規制システムの変更であったが，こ

れらはいずれも企業利潤と賃金・報償の結合関係

を弛緩させ賃金・報償面での企業間格差を縮小さ

せる内容を有していた。これはある程度までは正

当性をもっていたと彼は述べる。だが「どの程度

の度合いが望ましいかは別問題である」とも。す

なわち「現行のそれよりもはるかに大きな格差づ

けを伴う賃金・報償規制システムの方が効率向上

に貢献するのは疑いえない」と言うのである。

改革後の規制システム修正としては1976年のそ

れがとくに広範囲なものであったが，ホルパート

によれば，この時の改正には，改革思想自体に対

する本質的な変更さえも含まれていたーーしかも

それはネガディヴなものであった一一ーとされる。

「（この時の）修正の一つの原則的テーゼは，規制シ

ステムは5カ年計画にすみやかに適応すべきであり，

規制用具もまた計画決定の枠内で作成されるべきであ

る，という点にあった。この考え方の核心は正しいし

有益である。たしかに経済管理におけるこのこつの要

素は相互に密接な関連を有している。だが規制システ

ムを5カ年計爾にかくもタイトに結びつけることは，

規制システムからそのノルマチーフ（規範〉的性格を

奪い，いわゆる特殊的規制用具を前面に押し出すとし、

う危険性を伴わざるをえない。これら特殊的規制用具

なるものは，通例ー←とくに企業レベルにまで多様化

される場合には一一，計画指令型システムに固有な形

態に他ならなくなるのである。

資金システム（租税・補助金・金融システムの総体

ー引用者）が見通しのきかないものになってしまっ

たことについては，こうした特殊的規制用具の存在と

いわゆる分野問所得調整原則（Relaci6sterelesi elv) 

の適用にも原因があった。けだし個別的規制の多く

は， （一般的〉規制用具の枠組のもとで形成された所

ハンがリー経済改解の新段陪

得を国家財政を通じて再分配することによってのみ，

つまり所得の少ない者にはこれを与え手If潤の大きい者

からはこれを取り上げるというやり方によってのみ，

実現しえたからである。また分野間所得調整は，たと

えば生産税や補助金を介在させることによってのみ解

決されえたのである。こうしたきわめて複雑な内容を

もっ資金システムが，時の経過によってその（内部〉比

率（構成〉が変化するにつれ，いずれは見通し不可能

な体系に変質し，ついには正しい諸目標の実現をすら

妨げるものとなるのは不可避である。」（注3)

以上から明らかなように， 1968年の経済改革以

来実際に機能してきた経済規制システムは，その

前提として想定されていた「規制された市場」の

性格の点においても，経済規制システムの根幹た

る価格形成原理の点においても，さらには改革後

実施された規制システムの手直し過程において

も，多くの認識不足をその内部に含んでいた（お

そらく現在もなお，一一今のところはまだ表面化して

い如、一一認識上の弱点を含んでいることであろう〉の

であった。これらの弱点一一およびこれを利用し

た反改革派の攻撃一ーのために，改革構想、（目的）

は10年にわたってその十分な有効性を発揮しえな

かったのである。

2. 1980年経済規制システムの基本的編成原理

1980年の経済規制システムは，従来の規制シス

テムが背負っていた（前項でみたような）諸欠陥を

抜本的に克服しようとするものであり，いわば改

革理念の原点への復帰をその内容としている。わ

れわれが，今回の一連の修正をもって「経済改革

の第二段階の開始」を語るのも，まさにこのため

である。

こうした性格をもっ今回の経済規制システム

は，具体的には以下に述べる四つの基本的編成原

理にもとづいて作成された。
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① 規範性原理

＠利潤中心原理

＠ 安定性かっ柔軟性原理

④ 長期的視点促進原理

規範性原理とはーーエネルギー生産部門，公共

サーヴィス部門，加工工業部門，農業部門等の大

部門聞に存在する諸条件の差を許容する場合を除

き一一原則として同ーの経済規制用具をすべての

企業・部門に一律に，つまり例外を許さず強制的

に適用するということである。この原理は，この

原理からの逸脱がかならず規制システムの内的整

合性を破壊し，結局は間接的経済管理システムを

事実上の直接管理システムに変質させることにな

る，という認識から引き出されたものである。こ

の規範性原理を厳格に適用するならば，これまで

の規制システムにおいて一大欠陥をなしていたか

の個別的・特殊的・経済規制用具は，その存在余

地を完全に奪われるはずである。

利潤中心原理は，すでに見たように，これまで

も物質的刺激システムの根本原理であったが，今

回の規制システムではこれがより首尾一貫したも

のとなる。本来利潤の誘導的・刺激的役割は，効

率の格差が利潤の格差をもたらしこの利潤格差が

事業拡大と個人所得形成における企業間格差を生

み出す場合にのみ真に可能となるはずだが，今回

の規制システムは，効率格差→利潤格差→事業拡

大・個人所得形成格差の相互連関性を従来著しく

弱めていた一部の補助金・租税を大幅に整理する

ことにより，またこれまで国内費用水準にもとづ

いて形成されていた圏内生産者価格を原則として

世界市場（西側通貨建て）価格にリンクさせること

により，利潤中心原理にはじめて現実的な基礎を

与えた。

安定性かつ柔軟性原理は，経済規制用具が，企
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業の立場からすれば長期にわたって安定的である

方がよいが，国民経済的立場からすれば急速に変

化する世界経済情勢一一およびこれが生み出す新

しい諸要請ーーを企業に対しすみやかに伝えるも

のでなければならないという二律背反的要請を同

時に実現しようとするものである。今回の規制シ

ステムは，この要請を規制用具の二分化によって

解決しようとしている。すなわち，規制用具を二

つのカテゴリーに分け，価格形成の基本原員lj，価

格形成における社会的選好（つまりどの品目につい

てより有利な価格水準を認めるかの決定〉，利潤課税

システム，利害フォンドの形成と使用のシステム，

賃金規制の基本システム，個々の企業に適用され

る具体的賃金規制形態，賃金引き上げに対して賦

課される国庫納入義務，管理職の刺激システム，

融資の基本原則，等についてはこれらを長期間不

変のままに維持するが，各価格カテゴリーに属す

る具体的な品目，各品目の具体的な価格，為替レ

ート，企業予備フォンドの使用規制システム，企

業価格差予備フォンドの形成度合い，融資の具体

的条件と利子率，最低賃上げ率，等についてはこ

れらを適宜変動させることにした。

長期的視点促進原理は，経済規制用具が企業の

経済指導者たちをして長期的視点に立った経営態

度に向わしめようとするものである。こうした立

場から，今回の規制システムは，たとえば企業利

害システムの中心に，基準年次に対する利潤の伸

び率をではなく利潤率の水準そのものを据えるよ

うにしている。

以上の四つが，今回の規制システムにおける基

本的編成原理であるが，現実には今回もまた一連

の特例措置を避けえなかった。たとえば工業製品

の生産者価格は原則として世界市場価格のフォリ

ント表示額に設定されることになっているが，こ



れを厳格に適用するときわめて多くの企業が欠損

状態に陥いるため，今回は価格の中に「一定の妥

協J（原則以上の価格水準を許容する）を組み込まざ

るをえなかった（もっともこの措置は企業に対する

猶余期間の供与と理解されており，したがって4～5

年間の猶余の後にはこうした妥協は除去されることに

なっている〉。

基本的編成原理を明らかにしたところで，次に

規制システムの具体的紹介に入る。

3. 価格形成原理と価格統制メカニズム（注4)

(1) 価格形成原理の転換

園内価格の形成原理を問題にする場合，生産者

価格と消費者価格は別個に検討されねばならな

い。けだし，従来この両者の決まり方は相互に大

きく異なっていたからである。

〔生産者価格〕一一今回の生産者価格改訂に際

し工業部門で採用された価格形成原理は， 「競争

価格原理」と呼ばれている。その本質は，すでに

示唆したように，国内生産者価格を統一商業為替

レートを媒介として世界市場価格に直接結合する

点に，より具体的には，世界市場価格に為替レー

トを乗じた値が園内価格とされる点にある。この

場合の世界市場価格とは具体的には，恒常的な

一一四半期以上にわたる一一ドル建て（西側遜貨建

て〉の輸入価格もしくは輸出価格をさしている。

個々の品目に対し輸入価格と輸出価格のいずれを

適用するかは，全国資材・価格庁長官によって一

覧表の形で指示されているが，一般的に言うなら

ば，エネyレギー・基礎素材（中間製品〕には輸入価

格が，加工工業製品（食品加工品は除く〉には輸出

価格が適用されている。この相違は，前者の大部

分が輸入品であるのに対し，後者はその相当部分

が輸出に向けられているためである。したがって，

基礎素材（中間製品〉についても輸出商品，たとえ

ハンガリー経済改革の新段階

ばアルミニューム製品，マンガン鉱石等について

は輸出価格が適用されているし，加工品について

もわレ建て（西側通貨建て〉輸出が総販売額の5%

未満であるものについては従来通り国内費用水準

に基づく価格形成原理が採用されている。ただし，

加工品の圏内生産者価格については，当該生産物

と同等の品質を有する一－戸）レ建て取引圏からの

一一回輸入品の圏内価格を上回ってはならないとい

ういまひとつの規準が与えられている。したがっ

て，加工品の生産者価格は，輸出価格（もしくは園内

費用水潜にもとづく価格〉と代替輸入品価格のうち

の低い方にサヤ寄せされるわけである。こうした

競争価格原理の導入により世界市場でのエネルギ

ー・基礎素材価格の変動一一現在は主として高勝

一ーが国内価格に直接反映される一方，加工品価

格については，ハンガリー企業が世界市場でーー

もしくは外国企業がハンガリー市場で一一一実際に

実現しえた価格水準，つまり国際競争力が圏内価

格の上限を決定することになった。これは企業の

側から見るならば，国際競争力（輸出価格）を高

めないかぎり，たとえ原材料・燃料価格が高騰し

ようとも，その価格高騰分を製品価格に転稼する

わけにはゆかなくなったことを意味する。すなわ

ち競争価格原理は企業に対し従来よりもはるかに

厳しい経営環境を作り出したのである。ついでな

がら今回の価格改訂で競争価格原理が適用された

生産物の生産額は，食品工業を除く工業生産額の

65%に達している。

工業部門で競争価格が支配的となったにもかか

わらず，農業，食品工業，建設業，通信，運輸等

サーヴィス部門の諸分野では従来同様圏内費用水

準にもとづく価格形成原理が採用されている。そ

の理由は，農業と食品工業について言えば，一般

的に世界の農産物輸出価格が輸出助成金や差別的
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関税・課徴金の介在によって正常なコストよりも

低位におさえられており，そのために現実の輸出

価値を合理的競争価格とみなすわけにわゆかない

からであり，他の諸部門についていえば，そこで

の経済活動のほとんどが国内市場向けにおとなわ

れているからである。だがたとえ従来通りの価格

形成原理が適用されるにせよ，これら部門の価格

水準が，先に見た競争価格よりも大幅に有利にな

るとはかぎらない。なぜなら後にも見るように，

これら部門に属する価格の大部分は価格形態（カ

テゴリー〉の点で行政価格形態（カテゴリー〉に属し

ているのであるが，この行政価格の具体的な決定

にあたっては，従来よりもはるかに厳しい規準が

適用されることになっているからである。

上記の価格形成原理にもとづいて今回算出され

たーーただし先にも述べたような「一定の妥協＝

特例措置」をも含んだ一一生産者価格水準を生産

物（分野〉別に見るならば第4表のとおりとなる。

表からも明らかなように，生産者価格水準一ー

ただしこれはあくまでも 1980年1月1日現在の

「出発価格」水準であって，今後は先に見た価格

形成原理にもとづき適時変更されることになって

いるが一一ーは，全体として3%上昇している。しか

第4表 1980年1月1日付け生産者価格の
対前年比（%）

エネルギー・基礎素材（中間品〉
（内〉エネルギー
工業完成品
食品工業生産物

工業製品全体

I I却156 
89 

1 101 

建設業活動 I 93 
農産物買い上げ価格 I m 
運・通信 I 101 
その他商業マージン，サーヴィス）｜ 94 

生産者価格全体 J 103 
（出所） Vallus Pal, Az drrendszer《jlesztlsenek
kerdesei, Tarsadalmi Szemle, 1980, januar, 68. 

old. 
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し生産物グルーフ。ごとに見るならば，そこには大

きなバラツキが見られるのであって，たとえば，

エネルギー・基礎素材の価格は30%も引き上げら

れているのに，工業完成品（加工品〉の価格は，

11%も引き下げられているのである。総じて今回

の価格改訂は，加工工業部門の経営環境をとくに

厳しいものに変えたといえるだろう。いいかえれ

ば今回の価格改訂は，こうした厳しい経営環境に

さらすととを通じて，工業企業を効率向上に駆り

立てようとしているのである。

［消費者価格〕一一1979年7月の消費財価格改

訂に続き，今回の生産者価格改訂に際しでも，調

整的性格をもっ若干の消費財価格改訂が実施され

た。これらの消費財価格改訂の中で意識的に追求

された点が二つある。その第1は，生産者価格と

消費者価格の聞に一定の水準格差を作り出すとい

ろとと，第2は，消費者価格相互間に合理的な価

格比率を作り出すということ，以上である。この

両者はいずれも一ーすでに示唆したことだが一一

生産の分野だけでなく消費の分野にも価値法則を

貫徹させようとする内容を有している。社会主義

的工業化の初発段階（回年代前半〕を除きハンガリ

ーの一一弛の東欧諸国でもそうだったが一一ー消費

者価格は政治的配慮（社会政策的考慮，あるいは賛沢

品の消費抑制政策〉にもとづいて決定される場合が

多く，価値法則はカ丸、して軽視されていた（価値

法則の無視という点では50年代前半も同様であったが，

当時の価値法則無視は，むしろ消費水準の全般的抑制と

いう経済政策的観点にもとづくものであった〕。そのた

め50年代後半にいたって生産者価格形成の分野に

価値法則一ーただし当時の「価値法則jは，アウ

タルキー経済を前提とする圏内費用水準の承認と

同義であったがーーが導入されるようになると，

生産者価格体系と消費者価格体系の有機的相互関
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連が失われるにいたった。その結果，一一一生産者

価格が生産コストの上昇に応じて系統的に引き上

げられたにもかかわらず消費者価格の方は長期に

わたって据えおかれたために一一一，生産者価格水

準の方が消費者価格水準よりも高くなるというい

わゆる「逆ザヤ」現象が広範に発生することにな

った。当然この逆ザヤは，財政によって賄なわれ

る消費者価格補助で埋め合わさざるをえなかっ

+ 3 こうしたいびつな価格形成方式の

存在にもかかわらず，全体として見れば， 1968年

た。もっとも，

ここにおいても逆ザヤの度合

しかし燃料（石油製品，石炭

等），エネノレギー，公共的サーヴィスの諸分野では

逆ザヤがむしろ拡大している。つまり両価格体系

聞の逆ザ、ヤ解消は肢行的に進行しているのであ

り，主としてここに今後の問題点が残されている。

こうした意味において，合理的消費者価格体系の

形成は，いまようやく開始されたばかりの段階に

ある。

価格統制メカニズム

すでに言及したように，今回設定された価格体

系はあくまでも出発価格にすぎない。したがって，

(2) 

の生産者価格改訂までは消費者価格水準が生産者

価格水準を上回っていた（1968年現在， 4%の格差〉。

ところがオイルショック後，世界市場価格の上昇

が不完全とはいえ圏内生産者価格にまで波及する

ようになると，生産者価格水準は総体として消費

者価格水準一一これもまた年々引き上げられては

いたのだが一ーを上回るにいたったのである

(1979年上半期現在， 1%の逆ザヤ）。

以上のような総体的逆ザヤ現象が長期にわたっ

て維持しうるものでないことは明らかである。す

でにみたように， 1979年7月の消費者価格大幅引

き上げと1980年1月の工業完成品を中心とする生

がつづいているが，

いはかなり縮小した。

従来よりもひんぱんに予想される今後の価格変更

が先に紹介した新しい価格形成原理に正しく沿う

よう保証し点検する価格統制メカニズムが必要と

なる。この価格統制メカニズムにおける第1の柱

となっているのが，多様な価格形態〈カテゴリー）

の設定である。

価格形態（カテゴリー）は，従来と同様，大きく

①行政価格（行政機関によって定められる価格〉と②

自由価格（当事者間の協議にもとづく，もしくは売手

が一方的に決定する価格〉の二つに区分されている。

こうした状況への対応であ

った。すなわちこれらの価格改訂は，上記の総体

的逆ザヤを消滅させ，個々の分野においても可能

産者価格引き下げは，

さらに①単一固定価格，②最大限価
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行政価格は，

なかぎり逆ザヤを縮小させることを一つの狙いと

していたのである。価格改訂の結果消費者価格と

生産者価格の水準格差がどう変化したかは，第5

表に示されている。

表から明ちかなように，上記の価格改訂により

総体的逆ザヤ現象はようやく克服された。物的消

費財の分野におu、ても，全体としていえば，消費

者価格と生産者価格の聞に適正な水準格差が形成

されたといえる。食料品においてはいまだ逆ザヤ



格（これ以下であれば変動自由〉，③行政的規準に拘

束された価格（最小限価格，基準価格，基準価格からの

変動許容幅〉の三つに区分される。したがって全体

としては四つの価格形態（カテゴリー〕が存在する

ととになる。さらに，価格体系が生産者価格体系

と消費者価格体系によって構成されているのに対

応し，価格形態（カテゴリー〉もまた各価格体系ご

とに別個に決定されている。したがって個々の品

目について見れば，その品目が所属する価格形態

（カテゴリー〉が生産者価格と消費者価格とでは相

互に異なるというケースも生じている。

上記の価格諸形態（カテゴリー〉は，先に見た

価格形成諸原理（競争価格原理か，それとも圏内費用

水準にもとづく価格形成か）と一義的に対応するもの

ではない。しかし一般的傾向としては，競争価格

原理が採用されている分野には自由価格形態が，

非競争〈圏内費用水準）価格原理が採用されている

分野には行政価格形態が適用されている。これは，

前者の場合であれば世界市場価格がおのずと圏内

価格の上限を決定するため，価格決定への行政機

関の直接的介入は不必要一一むしろ有害一ーであ

るが，後者の場合にはコスト増の圏内価格への不

当な転嫁を阻止するためにも行政機関のより直接

的な介入が不可欠となるためである。分野別の価

格形態（カテゴリー〉の構成比を示せば第6表のと

おりである。

価格統制メカニズムの第2の柱は，自由価格形

態の分野に適用される価格変更事前報告制度であ

る。自由価格は経営機関によって自主的に決定さ

れるが，新価格を実施する少なくとも20日前まで

には行政当局にそのことを報告しなければならな

いとされている。そしてここで価格変更が不当と

判定された場合には，全国資材・価格庁長官は，

この価格変更を原則として3カ月間一一例外的に
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は6カ月間一一延期させることができることにな

っている。

価格統制メカニズムの第3の柱は，競争排除・

独占行為に対する禁止規定である。このため，こ

うしたたぐいの諸行為を意味する談合，協定等は

禁止されている。

価格統制メカニズムの第4の柱として，価格行

政機関には恒常的な価格点検権限が与えられてい

る。すなわち，行政機関には，すべての経営機関に

対し価格決定にかかわるあらゆるデーター，文書，

見本の提出を要求し，事情聴取のために企業の担

当責任者に出頭を命じ，場合によっては企業に担

当官を派遣して現場検査を実施する権限が与えら

れているのである。

価格統制メカニズムを実効あらしめるため，価

格規制関連法規に対する違反行為一ーとくに不当

に高い価格の設定によって利益をえる行為一ーに

対しては罰金刑と場合によっては刑事罰も課され

ることになっている。

4. 企業所得分配システム（注5)

新しい企業所得分配システムの特質は，企業財

務の流れに沿って新システムと従来のシステムと

を比較する中で，おのずと浮ぴ上ってくる。

企業所得分配システムの出発点は，総生産

額（Bru悦6termelesi品rt品k）である。ここから当年



度中の生産的消費（Termelofelhasznalas），減価償却

(Ert品kcsδkkenes，従来通りその40%は国庫に集中され，

印%は内部留保されて企業発展フォンド〔後述〕に繰

り入れられる〉，賃金コスト（Berk白l悦 g），社会保険

納付金（Tarsadalombiztositおijarulek，賃金コストの

24%。従来は，賃金使用税 Illetmenyad6／廃止／と合わ

せ賃金コストの35%であった〉，統一的基準にもと

づいて算定される経常的一一原価に組み入れ

られる一一一諸税（生産／商業／税Termelesi/ker邸ke-

delmi/a品，生産者差額取引税／新設／K也lllnbllzeti

termeloi forgalmi ad6，輸入取引税 Import-forgalmi

ad6，消費者取引税 Fogyaszt6iforgalmi ad6，国有地使

用料〉を控除し，他方統一的基準にもとづく経常

的補助金（生産者価格補助 Termelesiarkie国szit，品s,

消費者価格補助Fogyaszt6iarkieg，是認ites，輸入価格補助

Import arkiegeszit品s，生産者差額取引税還付金／新設

/Kiilonbozeti termel6i forga¥mi ad6 vi凶zaterlt，ゐ）

を加えるならば， 「パランス・シート上の利潤J

(Merleg szerinti nyeres品g，以下，「パランス・シー

ト利潤」と呼称〉がえられる。

このパランス・シート利潤から個別的性格の

（つまり統一的基準によるのではなU、）国庫納付金を

控除し，逆に個別的性格の補助金（たとえば生産近

代化補助／新設／TermelesKorszerusitesi tamogatas) 

を加え，最後に企業価格差予備フォンド／新設／

(V allalati arkiilBnbozeti tartalekalap，西側通貨建て

輸入の価格変動かち生ずる悪影響を除去するために設

賓された企業内平衡基金〉の形成（この場合には控除

する〉と使用〈この場合にはプラスする〉で修正す

るならば， 「分配（利害〉の基礎となる利潤j

(Elsz釦1olas（釘dekel凶 g)alapjaul szolga.16 nye・ 

reseg，以下，「分配用利潤Jと呼称〉がえられる（こ

の分配用利潤という概念は，企業会計上今回はじめて

導入されたものである。従来は，個別的性格の国家納入

ハ γガリー経務改革の新段階

金，補助金をも含む「パランス・シート利潤」概念のみ

が使用されていた〉。

分配用利潤（旧システムでは，「パランス・シート手I]

潤」〉の使用は，以下の手順で行なわれる。まず，分

ta用利潤の10%C従来は6%〕が市・村税 (Varosies
kBzsegi hozzajarulas）に向けられる。分配用利潤か

ら市・村税を控除し，さらに各種の投資用国家貸付

金（AllamikBlcs制一一根行信用とは別枠ーーの

当期返済分，大蔵大臣命令もしくはそれより上級

の法令によってとくに定められた場合にはそこで

定められた金額，を控除〈もしくは追加〉してえら

れた額が利潤税の算定基礎（Nyeresegad6alap）を

なし，その45%（従来は36%）が一般利潤税となる。

ただし投資助成と西側通貨建て輸出促進を目的と

する租税減象措置が行なわれる場合には，その分

だけ一般利潤税が削減されることになっている。

分毘用利潤から以上すべての控除を行なったあ

とに残る額の15%（従来は話%〉が義務的予備フォ

ンド（KBtelezot紅旬lekalap）の形成に向けられる

（ただし純物的フォンド総額と賃金コスト総額を合計

した額の6%まで。従来は粗物的フォンド総額の 2%

と賃金コスト総額の8%を合計した額までであった〕。

義務的予備フォンドは，主として経営欠損の補填

に使用されることになっている。

義務的予備フォンドの形成後に残った分配用利

潤から企業管理者むけのプレミアムと報償金

(Jutalom）が支払われる。

以上の諸控除を終えたあとに残る分配用利潤

一ーただしここに特例的国家補助が追加される場

合もあるーーが，各種の利害フォンド（Erdekelts句i

alapok，分離予備フォンド／新設／Elkfilllnitetttartal-

ekalap，企業発展フォンド Fejlesztesialap，電話i潤分配フ

ォンド Reszesedesia¥apで構成）の形成に向けられ

ることになる。
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分離予備フォンドとは，企業の自主的判断にも

とづいて形成される予備フォンドであって，将来

の企業発展フォンド，利潤分配フォンド，もしく

は他企業への融資，に使用しうるものである。パ

ランスシート作成時に使途の決っていない利潤が

ここに繰り入れられる。

企墾費馬フ才と日立，固定・流動フォンドの更

新・補充と拡大に向けられるほか，財源に余裕が

ある場合には，他企業，他機関，地方評評会への

融資に向けることもできる （この場合融資企業は，

被融資企業から協議にもとづいて決定される利子をえ

ることになっている。ただし利子率は，法定銀行預金利

子惑を上回わってはならない〉。企業発展フォンドの

使途における新しい点として，今回の規制システ

ムでは，他企業から既存の固定設備を購入するこ

とも可能となった。

企業発展フォンドは，分配用手lj潤から形成され

るばかりでなく，減価償却の内部留保分（ω%），

一般利潤税算定の際に算定基礎から控除された投

資用国家貸付金の当期返済分，投資助成・西側通貨

建て輸出促進用の利潤税減免分，他企業から融資

された発展フォンド，地方評議会発展フォンドか

らの供与分，もここに加えられる。

塑塑分配フグンドは，主として一般勤労者の物

質的刺激のための財源であるが，このほか，基準

以上の賃上げに対して賦課される賃金発展納付金

(B釘fejlesztesi befiz巴t匂）一一一後述←ーもここから

支出される。なお分配用利潤から形成される利潤

分配フォンドに対しては，既述の一般利潤税とは

別に，累進的な追加利潤税が賦課されることにな

っている。この場合の利潤税率は，利潤分配フォン

ド形成額が年間賃金コスト総額の4%以内である

部分については利潤分毘フォンド形成額の2倍，

4～6%の部分についてはこの部分の3倍，一一ー
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以下同様にして司一一6～8%の部分の4倍， 8～ 

10%の部分の5倍， 10～12%の部分の6倍， 12～

14%の部分の7倍， 14%を越える部分については

その8倍である。ただし年間賃金コストの4%以

内の利潤分配フォンド部分については，企業の収

益率に応じた減税措置が施されている（この場合

の収益率とは，

分配用利潤
F純物的国定・流動フオジド量＋年両貸金コ元ト総額

の算式にもとづいてえられる値である。）。すなわち，こ

の収益率が2%を越える企業については，収益率

が2%上昇するごとに年間賃金コスト総額の0.5

に相当する額の利潤分配フォンドが利潤税の課税

対象からはずされるのである。こうしてたとえ

ば，収益率：：：！.01-4 %の企業が年間賃金コスト総

額の4%に相当する利潤分配フォンドを形成した

場合，この企業には，年間賃金コスト総額の 4%

にではなく 3.5%に相当する利潤分配フォンド分

についてのみ利潤税が賦課されることになる。し

たがってまた収益率16%を越える企業において

は，年間賃金コスト総額の4%相当額以下の利潤

分配フォンドはすべて課税対象からはずされるの

である。

以上のような収益率に応じて格差づけられた累

進的減税措置は，今回はじめて導入されたもので

ある。改正前の規制システムのもとでは，年間賃

金コスト総額のO～2%に相当する利潤分配フォ

ンドについては一律に200%，つまり 2倍の利潤

税が課せられていた（4%を越える部分の税率は今

回と同様であった）。こうした累進的減税措置は，勤

労者に対する物質的刺激の財源を企業の収益性に

直接リンクさせるものであって，今回の規制シス

テムのもつ企業間格差拡大志向を如実に示すもの

と言えよう。ついでながら利潤分配フォンドには，

分配用利潤のほか，国家から与えられる報償的性



格の資金，たとえば優秀企業に賦与される「赤旗J•

「優秀企業」等の称号に関連する報償金も含まれ

るが，これらの資金は課税対象外となっている。

以上が，今年から実施される企業所得分配シス

テムの全容であるが，これを一覧表の形にまとめ

たものが第1図である。比較のため従来の企業所

得分配システムも第2図に示しておいた。

ここで従来の規制用具のうち今回廃止されたも

のについて若干の検討を行なっておきたい。今回

のシステムでは，①これまでパランス・シート利潤

確定前に控除されていた諸税のうち資本（フォン

ド）使用税（Eszkozlekotesijarulek）と賃金使用税

(Illetmenyad6）が廃止される一方，②パランス・シ

ート利潤を構成する経常的補助金のうち輸出国家

還付金（A.llamivisszaterites）が廃止されている。

資本（フォンド〕使用税と賃金使用税は， 1964年

および1959年に導入されたものであり，おのおの

物的固定・流動フォンド，もしくは労働力の節約

を刺激するための用具であった。つまりこれら

は，それなりに効率向上の手段であった。しから

ぱ今回なぜこれらを廃止したのであろうか？ そ

の理由は，今回の規制システムが効率性の測定基

準を利潤に一本化したという点に求められる。す

でに見たように，今回国内生産者価格と世界市場

価格が直接リンクされた結果として，この価格の

もとで実現される企業利潤は，名実ともに企業の

経営効率を表現しうるものとなった。というの

は，西側企業でさえ受け入れた一一厳しい競争の

結果としての一一価格のもとで実現される企業利

潤は，西側企業と同ーの効率規撃で測定された利

潤であり，したがってこれらの利潤の聞に生まれ

る格差は，そのまま経営効率の格差に他ならない

からである。この場合，利潤の中には物的フォン

ドや労働力の効率的利用にもとづく原価削減効果

ハンガリー経済改革の新段階

も間接的に反映されている。したがって物的フォ

ンドと労働力の効率的利用を直接刺激する規制用

具はもはや不要になる。それどころか，こうした

規制用具の存在は，販売価格の天井があらかじめ

設定されている以上，実現される企業利潤に不当

な圧迫を加えるファクターとなる。しかもこの利

潤圧迫作用は，生産技術上不可避的に存在する物

的フォンド・労働力所要量の部門間格差を前提と

する時，業種ごとにアンバランスに発現すること

になる。これは利潤の効率性表示機能を歪めるも

のでしかない。資本（フォンド〕使用税と賃金使用

税の廃止は，こうした認識にもとづくものなので

ある。

輸出国家還付金の廃止もまた，利潤の効率性表

示機能を歪める要因一一利潤平準化要因一ーを除

去しようとする努力の一環である。 1968年に導入

された輸出国家還付金は，輸出競争力の弱い部門・

企業の輸出に補助金を供与することによってこれ

ら部門・企業の採算割れ輸出を維持しようとする

ものであった。これは，対外収支の赤字解消（外

貨獲得〉のためのやむをえない措置という側面を

有していたのであるが，部門間・企業聞の経営力

格差と企業合計上の利潤格差の相E規定関係を弱

めるという側面をも有していた。輸出国家還付金

にかわって今回導入された生産者差額取引税還付

金は位6）＇これとは全く逆の性格を有しでいる。

すなわち生産者差額取引税還付金制度のもとで

は，すべての輸出企業に対しその純外貨収入の10

%相当額（ただし商業為替レートで換算されたフォリ

ント表示額）が一律に給付される（ただし衣料品の一

部には16%，食料品・農産物には別途支給される輸出

補助金と合わせ25%が適用される〕。この新しい還付

金制度が輸出競争力の強い部門と企業に有利であ

るのは明らかである。つまり輸出助戒制度の転換
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第1爾 19舶年からの企業所得分配システムにおける企業財務の流れ

｜総生産額｜

一生産的消費
1-40%，国庫へ

ー減価償却－I~二
」-60%，企業発展フォンドへ繰入れ

ー賃金コスト

一社会保険納付金（賃金コスト×24%〕

一租税→一生産／商業シ／税

ト生産者差額取引税

ト輸入取引税

一消費者取引税

一国南地使用料

＋経常的補助金「一生産者価絡補助
ト消費者価格補助

ト輸入価格補助

一生産者差額取引税重畳金王塾出企業空さき〉

I三竺空と型空｜
一個別的性格の国庫納付金

＋個別的性格の補助金色主主産近：岱抱補助）

一企業価格差予備フォシドへの繰入れ

＋企業価格差予備フォンドの当期使用分

巨唖軒
一市・村税〈分配用利潤×10%〕

一一般利潤税〔（分配用利潤一市・村税一投資用圏家貸付金の当期返済分ーその他特例的控除〉×45%〕

一義務的予備フォンドへの繰入れ〔（分配用利潤一市・村税一一般利潤税）Xl5%〕

＋義務的予備フォンドの当期使用分

一企業管理職者むけプレミアム・報償金

＋特例的国家補助

漏予オ~~＼→一分離予備フォンドへの繰入れ汁ー将来の企業発展フォンドヘ
ロヨ亘ニニ一一一l I -1ー将来の利潤分配フォンドヘ

」他企業への融資

一固定・流動フォンドの更新・

一也企差豆既事国定設備の購入

ー他企業，他機関，地方評議会への融資

一利潤分配フォンドへの繰入れ一一一般勤労者むけ物質的刺激財源

一賃金発展納付金（基準以上の賃上げに対し課税〉

ー追加利潤税（利潤分配フォンドの形成に対し課税〉

（注） 実線アンダーラインは今回新設されたもの。
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一：財源からの控除

＋：財源への追加



，、νガリー経済改革の新段階

第2図 従来の企業所得分配システムにおける企業財務の流れ

｜竺竺ーモ笠｜
一生産的消費

一減価償却－1-40%，国庫へ
」60%，企業発展フォンドへ

ー賃金コスト

一社会保険納付金（賃金コスト×22%)

一租税→一生産／商業／税 ーー

｜ー資本（フ才ンド〉使用税（物的固定・流動フォンドの純値× 5%) 

卜費全豊里貫工賃金三主主三日卸♂
一輸入取引税

ト消費者取引税

」固有地使用料

＋経常的補助金一｜一生産者価格補助
｜ー消費者価格補助

一輸入価格補助

一輸出国家還付金

一個別的性格の国庫納付金

＋個別的性格の補助金

1パランス・シート利潤｜

一市・村税（バランス・シート利潤× 6%)

一一般利潤税〔〈パランス・シート利潤一市・村税一投資用国家貸付金の当期返済分
ーその他特例的控除〉×36%〕

一義務的予備フォンドへの繰入れ〔（ノξランス・シート利潤一市・村税一一般利潤税〉×25%〕
十義務的予備フォンドの当期使用分

一企業管理職者むけプレミアム・報償金

十特例的国家補助

｜型守山 l「一企業発展フォン Fへの繰入寸，！~~：；；：！；；：~~：品：ネ
｜一利献血フォンドへの繰入れ斗一一般勤労者側物質的刺激財源
I lー賃金発展納付金
！ー追加利潤税

〈注〉 波線アンダーラインは今回廃止されたもの。

＋，ーは第1図に同じ。
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は，①優良企業における資本形成を輸出活動の面

からも促進する，②輸出の拡大を弱小部門・企業

の採算割れ輸出を維持することによってではな

し優良部門・企業の輸出を一層促進することに

よって実現する，ことをその本質左しているので

ある。

企業所得分配システムをめぐる以上の考察を通

じて明らかになった新システムの特質は何か？

まず第1は，利潤の効率表示機能の強化である。

すでに見たように資本（フォンド）使用税，賃金使

用税，輸出国家還付金等，上記の機能を弱める規

制用具が廃止されたほか，同じくとの機能を弱め

る生産〈商業）税についても，制度上は維持され

ているが，その適用範囲は著しく狭められてい

る。同様にして，個別的性格の国庫納付金，補助

金についても，その可能性は残されているが，そ

の実際の適用は例外的なケースに限定されること

になっている。

第2は，第1の点とも密接に関連するが，資本

蓄積面での企業間格差の拡大促進である。輸出国

家還付金にかわる生産者差額取引税還付金はこう

した性格を有していたし，先には論及しなかった

が，銀行信用や投資補助金の優良企業への優先的

配分もまたこうした内容を持つものである。

第3は，企業の物質的刺激財源と利調の連携強

化である。利潤分配フォンドに賦課される利潤税

に企業収益性とリンクした累進的減税措置が導入

されたことは，このことを如実に物語っている。

その結果，企業の物質的刺激財源の形成面におい

ても企業間格差が拡大することになった。

第4の特質は，企業財務基盤の長期安定的強化

である。従来の義務的予備フォンドに加えて今回

企業価格差予備フォンドと分離予備フォンドが導

入されたことは，これを意味するものである。こ

26 

れらの予備フォンドは，世界市場価格の短期的変

動がもたらしうる悪影響からの企業防衛を可能に

するととも，資金利用における企業の裁量幅を著

しく拡大している。その結果，企業は，よりダイ

ナミックな経営戦略を展開するための可能性を手

にすることができた。

だが第5の特質として，今回の企業所得分配シ

ステムのもとでは，社会的剰余生産物のうち中央

（国庫〉に集中される部分の割合が高められてい

る。市・村税と利潤税の税率引き上げ，生産者差

額取引税の導入は，加工工業部門の生産者価格引

き下げ，経常的補助金の整理・削減ともあいまっ

て，企業内部に留保される利潤をかなり圧縮して

いるのである。その結果，企業は，相当の経営努

力なしには順調な経営発展を実現しえなくなっ

た。これは，先に述べた新システムの諸特質と一

体となって部門間・企業聞の競争を激化させ，こ

れら相E聞の優劣関係をより一層鮮明にし，結局

は部門・企業聞の選別淘汰を急速に進めることに

なるであろう。

最後に第6の特質として，今回のシステムは，企

業聞における既存固定設備の売買に道を聞いた。

これは，優良企業が弱小企業の全体もしくは特定

部門の生産設備を買収することを可能としてい

る。

以上のように今回の企業所得分配システムは，

総体として見るならば，国庫の負担をへらしつつ

も，強大な企業にはより一層の発展の可能性を与

え，弱小企業には整理縮小の運命を強制するもの

であるということができるだろう。

5. 賃金規制システム位7)

賃金規制システムは，賃金の水準と上昇テンポ

を適正水準以下に抑制することを，その本質とし

ている。 1975年（制度的には1976年）から1979年末



まで適用されてきた賃金規制形態には，①企業業

績とリンクした賛金水準規制（相対的賃金水準規

制〉，②企業業識とリンクした賃金総額規制（相対

的賃金総額規制〉，⑤中央的指示にもとづく賃金水

準規制（中央的賃金水準規制），④中央的指示にもと

づく賃金総額規制（中央的賃金総額規制），の四つが

あった。今回の賃金規制システムでは，とれら四

つの形態のほかに，企業業績にリンクすると同時

に中央的指示にも支配される折衷的な賃金規制形

態（相対的かつ中央的賃金水準規制，相対的かつ中央

的賃金総額規制〕が二つ新たに採用されている。

ここで賃金総額規制とは，企業の年間賃金支払

い総額の対前年伸び率を規制する形態であり，賃

金水準規制とは，従業員一人当たり賃金水準の対

前年伸び率を規制する形態である（ただし賃金総額

規制の場合には，賃金水準規制も併用されることになっ

ている〉。

一方，相対的賃金規制と中央的賃金規制のちが

いは，次の点に，つまり前者では，課税なしに実現

しうる賃金総額もしくは賃金水準の対前年伸び率

が， J.!!J途算出される賃金発展指標（Berfejleszt白i

mutat6）とこの指標によって規定される係数一一一

いずれも後述ーーによって決定される（それ以上の

賃上げ部分に対しては累進的課税が行なわれる〉のに

対し，後者では，賃金総額もしくは賃金水準の対

前年許容伸び率が，国民経済計画によってあらか

じめ中央的に決定される点に存する。

以上のような総額規制と水準規制の区分，相対

的規制と中央的規制の区分は，各産業部門の性格

の差異に対応するものである。すなわち賃金総額

規制の場合には，従業員数を削減すれば賃金総額

の伸び率を抑えることができ，したがって課税な

しに引き上げうる従業員一人当たり賃金水準もそ

の分高くすることができる。そのためこの規制形

ハンガリー経済改革の新段階

態は，労働力の削減が望ましい産業分野に適用さ

れることになっている（だがその結果賃金水準が不

当に高くなっては問題が生ずるので，この形態のもとで

は，賃金水準についても一定の規制が行なわれるのであ

る）。一方中央的賃金規制は，経営活動の成果を収

益性だけにもとづいて評価するのが不適当な諸部

門に採用されている。

ハンガリーの賃金規制システムの変遷を歴史的

に見た場合， 1956年までは個々の勤労者の賃金を

直接中央的に規制する賃金等級表システムが唯一

のものであったが， 1957年以降1974年までは企

業の賃金全体を対象とする各種の賃金水準規制形

態が支配的であった。したがって賃金総額規制形

態は， 1975年以来の新しい現象である。こうした

流れの中に今回の賃金規制システムを位置づける

とき，われわれは今回のシステムの最大の特質が，

賃金総額規制の適用拡大，つまり1975年に始まっ

た過程のいっそうの前進にあることを知る。なぜ

なら賃金総額規制は，1979年までは機械工業・運輸

部門の一部，軽工業の約半分，建設資材工業・食品

工業・建設業の大部分，国営農業・林業の全体に適

用されるに止まっていたのであるが，今回のシス

テムのもとでは，都市ガス生産部門と製パン・製菓

業を除く全ての鉱工業部門が賃金総額規制の適用

対象分野に移されたからである。賃金水準規制は，

商業，運輸，通信，対人サーヴィス分野にのみ限

定されているといってよい。賃金総額規制の適用

拡大は，ハンガリ一国民経済が総体として極度の

労働力不足に苦しむ段階に到達していることの反

映である。

ここで，相対的賃金規制形態のもとで適用され

る賃金発展指標とこれにリンクされた係数，およ

ひ’賃金発展納付金の算定方式の問題に移る。

賃金総額規制形態の場合の賃金発展指標は，年
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開賃金支払ヒ盤塑（賃金坦坐格そり他り支払いを全

世主士会埋葬到丘金，E事価償塑L分配里型塑Iもしく
は欠損）一一1錦O年以前にはこの他に賃金使用税，

貴志.~:t~fr豊里弘墾空型子一一型金賞Q;揮

にプ計二主堕欝費2と定義されている。この賃金発展
指標が前年にくらべ1%増加するごとに，賃金発

展納付金なしに引き上げうる賃金総額は， 0.3%

（これが係数である〕一一以前は0.4%一一づっ増大

しうることになっている。上記の値（賃金発展指標

の対前年伸び率×0.3〕を越える賃金総額の増大分

に対しては，累進的な賃金発展納付金を上納しな

ければならない。その税率は，第7表のとおりで

ある。

だがすでに示唆したように，賃金総額規制のも

とでは賃金水準の規制も同時に行なわれる。 1979

年第12号労働大臣命令によれば，賃金総額規制が

適用される企業において人員削減が行なわれた場

合には，先の算出方式にもとづく賃金総額許容増

大率に一一人員削減率に応じ一一最大限3%を上

乗せした値まで，追加的課税なしに賃金水準を引

き上げうるとされている。しかしこの値を上回る

賃金水準の引き上げについては，第7表に示した

賃金発展納付金とは別に，追加的な賃金発展納付

金が賦課されることになる，その際の税率は第8

表のとおりである。

さらに賃金水準が全体として 9%以上上昇した

場合には， 9%を越える部分についてこれの150%

に相当する額が，第7表と第8表にもとづく賃金

発展納付金とは別に，徴収されることになってい

る。したがって以上三つの賃金発展納付金を合計

するならば， 9%を越える賃上げ部分については

ケースによっては実に800% (300 + 350 + 150），つ

まり 8倍の賃金発展納付金を上納しなければなら

ない。そればかりではない。すでに見たように賃

金発展納付金は，利潤分記フォンドから支出され
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第7表賃金総額規制のもとでの賃金発展納付金の税率

革審~；了門審議議雪E
i.~i~fiる ｜ 義務j
（注） カッコ内の数字は， 1979年までの税浮

翠E草案：古川i難盤議
0 -0.5%の部分
0.5～ 1%の部分
1 ～1.5%の部分
1.5～ 2%の部分
2%を越える節分

るが，利潤分配フォンドについてはその形成段階

ですでに最高800%の累進的利潤税が課せられて

いる。したがって特殊なケースについては，賃上げ

分の一部に対し，企業はその部分の1600%(800% 

の賃金発展納付金と欲的%の利潤税〉に相当する額を

国庫に納めなければならなくなるわけである。こ

れは企業にとって事実上負担不可能な額であろう。

次に相対的賃金水準規制形態の検討に移る。こ

こでは，賃金発展指標は，従業員一人当たり年間賃

金支払い総額と分配用利潤の合計であり，企業は，

この賃金発展指標が1%上昇するごとに，従業員

一人当たりの賃金水準を，賃金発展納付金なしに

0.3% C従来は0.25%〕引き上げることができる。

以上の算定方式から得られた賃金水準許容引き上

げ率を越える賃上げ部分については，第8表に示

した税率の賃金発展納付金を，また全体として9

%を越える賃上げについては， 9%を越える部分

の150%相当額を追加的賃金発展納付金として上

納しなければならない。比較のために， 1979年ま

で適用されていた相対的賃金水準規制形態におけ

る賃金発展納付金の税率を示せば第9表，第10表

のとおりである。



第9表賃金水準の上昇にかかわる賃金発展納
付金の税率 (1976～79年）

許容~rn越え議－ l"1!11納極細
雪主主し霊祭準＝附 ｜一企墾宝算事雪；事－

E)~!i I 議
3～4%の部分 ｜ 3田

；完治2る高分 ｜ 郡

第10表追加的な賃金発展納付金の税率（1976～79年〕

一孟瓦エ瓦工瓦二一一一I一『金嘉雇論百~の税率－

_j基準賃金薙＝削J繍館地
6～7%の部分 ｜ 1凹

~%i益fi；分｜認
1979年までの相対的賃金水準規制形態における

賃金発展納付金と1980年以降のそれとを比較する

ならば，後者における方が←ーーとくに，高い賃金

水準上昇率の部分でーーはるかに税率の累進度が

小さいことが明らかとなる。またすでに述べた

ように，賃金発展納付金の源泉たる利潤分配フォ

ンドに対する1980年以降の利潤税については，企

業収益率の上昇に応じた累進的な減税措置が採用

されている。したがってこの点をも考慮するなら

ば，賃金水準上昇に伴う全体としての企業負担の

累進度はいっそう弱まることになる。

以上の考察の中で明らかにした諸点，とりわけ，

①賃金総額規制形態の適用拡大，②賃金発展納付

金なし〔許容〉賃金水準引き上げ率の上昇，③賃金

発展納付金税率における累進度引き下げ，を全体

として考慮するならば，今回の企業規制システム

が，賃金引き上げに伴う企業負担を軽減し，結局

は賃金水準面での企業間格差の拡大を刺激するも

のであることは説明を要さない。これは，短期的

には，企業業績に対する勤労者集団の関心を刺激

するであろうが，長期的には，労働力の部門間・

ハンガリー経済改革の新段階

企業間移動を促進するはずである。

（注1) Horvath Uszl6, Az 1佃0-as gazdasagi 

szabalyoz6k, K6哩gazdasagiSzemle, 1980, januar, 1-

11. old. 

（注2) もちろん，すでにこの時期から，国内価絡

の相互比率を決定するにあたっては世界市場価格も考

慮すべきであるという考え方が提起されていた。しか

し，この世界市場価格原則論は， 1968年価格改革の主

要原則としては採用をされなかった。

この点はチコーシュ・ナジュ・ベーラ（Csik6s・Nagy

Bela）全国資材・価絡庁長官が当時書いた論文からも

確認される。彼は次のように述べている。

「価絡体系の作成にあたってはさまざまな 77？タ

ーを考慮しなければならない。わが国の状況にあって

は，とくに世界市場価絡と均衡価絡（需要・供給に

もとづく価格一一ー引用者〉の重要性が大きし、。前者は

わが闘の開放経済的性格から，後者は市場メカニズム

の活性化の観点から帰結されるものである。しかし，

l＿~年の価格改革は，基本的には園内費用関係を承認

するところから出発した。そして，それは（つまり園

内価絡と世界市場価格のギャッは一一引用者），外岡

貿易の分野に適用される『資金的橋渡し』（輸入取引

税，関税，輸出補助金等の規制用具一一引用者〉によ

って支えられて（埋め合されて一一ー引用者）いる。す

なわち，新しい価格体系をハンガリーの経済構造に対

する国際的尺度にもとづく『批判』として編成するこ

とは不可能であったのであり，現実の価格体系は，そ

れにもとづいて経済が機能することができ，また効率

向上にl匂って発展することができるメカニズムとして

のみ編成可能だったのである。」（アンダーラインは原

文） (Csik6s・NagyBela, Az uj arrendszer, K也gaz-

d田勾iSzemle, 1968, marcius, 268. old.) 

（注3) Horvath, op. cit., 3. old. 

(it 4) 価格規制にかんしては，今回12個の法令が

公布されたが，そのなかで柱となっているのは，1979年

第41号閣僚軒議会命令「価格規制について」（41/1979.

(XL 1) MT. rend., Az tirszabdlyozdsrol）である。

価格問題についての解説としては，第4表および第5

表の『出所」の中に掲げた二つの論文が詳しい。

（注5) この問題については，とくに1979年第36号

閣僚評議会命令「企業所得規制シンテムについてJ(36/ 

1979. (XI. I) MT. rend. A vallalati j6vedelemszaba-

¥yozas rendszererol）と1979年第17号大蔵大民命令「利
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i問課税および企業利害フォンドの形成と使用につし、て」

(17/1979. (XI. I) PM. rend. A nyeres品gad6zasr61,a 

vAllalati erdekeltsegi alapok kepz掛 r61es falha.szn・ 

Alasar6l）を参照せよ。

（注6) 1979年第23号大蔵大臣・外隠貿易大臣共同

命令「生産者差額取引税還付・金について」（23/1979.(XI.

I) PM-KkM. rend. A kulanbozeti termeloi forgalmi 

ad6 vissza飴ritesrol）を参照せよ。

（注7) 1979年第37号閣僚＃議会命令「企業の賃金

規制，利潤分配フォンドの使用，および上級管理職者の

物質的利害システムについて」（37/1979, (XI.I) MT. 

rend. A vallalati berszabalyozas, a r品szesedesialap 

felhasznalasa es a magasabb vezet'S all品拍 dolgoz6k 

anyagi erdekel飴匂irendszererol),1979年第12号労働大

臣命令「企業の賃金規制システムについて」（12/1979.

(XI. I) MiiM. rend. A vallalati berszabalyozas 

rendszererol）を参照せよ。

匝 経済改革の第二段階をめぐる諸問題

本稿を終えるにあたり，経済改革の第二段階に

対する筆者なりの評価を明らかにしておきたい。

第二段階の経済改革が解決しようとしている諸課

題を一言で表現するならば，「効率の向上」である

と言うことができる。産業構造・品目構成の改善，

資源の節約，技術革新の推進，管理・労働組織の

改善等は，いずれもマクロ・ミクロの両面にお

ける生産性向上とコスト引き下げ， つまり効率向

上の課題に一括することができるからである。

この効率向上の課題を解決する方向として第二段

階の経済改革が追求しようとしている道は，同じ

く一言で言うなちば， 「市場メカニズム」一一ハ

ンガリーの現実に則して言えば「規制された市場J

－ーの改善にほかならない。ここで言う市場メカ

ニズムの改善が，直接的経済管理方式をいまなお

基本的に維持しているソ連・東欧諸国でなされる

改革の努力に対してこの言葉が用いられる際に意

味するもの，つまり直接的中央経済管理の枠内で
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の市場的要素の役割強化にとどまるものでもなけ

れば， 1968年改革におけるようなたんなる市場自

体の導入でもないことは明白である。そうではな

く，現在問題とされている市場メカニズムの改善

は， 1968年経済改革ですでに導入された「規制さ

れた市場Jを本来構想された市場像に向けて純化

させることを意味している。

今回実施された新しい経済規制システムは，こ

の「規制された市場jの純化過程がその理念像に

向けて大きく前進したことを示すものであった。

市場メカニズムの根幹である価格形成の面におけ

る競争価絡原理の導入，生産物の社会的費用関係

を暖昧化していた各種租税・補助金の大幅整理は，

「規制された市場jがいまや「真の市場jへと大

きく成長したことを如実に物語っている。これに

加え，今回の規制システムによって既存固定設備

の流通市場が企業聞にっくり出されたことの意義

は大きい。けだしこれは，企業問・部門聞での直

接的な一一市場を通ずる一一資本移動を意味する

からである。直接的な資本移動の可能性がっくり

出されたことにより，市場の概念は質量ともに拡

大したのである。

「規制された市場」が「真の市場jの方向に成

長した度合いに応じて，利潤中心原理に基礎をお

く物質的刺激システムもまた，その本来の構想に

照応した機能と有効性を獲得するにいたった。こ

の利潤中心原理型の物質的刺激システムは，真の

市場の形成に伴って生み出される市場の強制力と

あいまって，企業を効率向上に向けて激しく駆り

立てることであろう。

したがって少なくとも論理的には，第二段階の

経済改革のもとで採用された政策体系は，効率向

上の要件に適合するものであると言えるだろう。

だが上記の政策体系が実践的にも有効でありうる



か否かは，いまひとつ別の問題である。なぜなら，

これらの政策体系が前提としている「規制された

市場」と物質的刺激システムがもくろみどおりに

機能するかどうかは，やはり依然としてふたしか

だからである。この問題に対する解答は， u、ずれ

にせよ実践をまつ以外にない。だがこれの帰趨を

決定する要因が何であるかについては現段階にお

いても提示することができょう。その要因とは，

第1に，競争価格原理をはたして現実に貫徹しう

るか否か，第2に，以前よりはるかに厳しい内容

をもっ新しい諸要件に応えうる経営者層を育成す

ることにはたして成功しうるか否か，ということ

である。

すでに見たように競争価格原理は，国内生産者

価格水準を世界市場価格に直接結びつけるもので

あるが，これは，ハンガリーの工業企業にとって

きわめて厳しい価格形成方式である。そこで問題

となるのは，ハンガリーの工業企業がかくも厳し

い価格形成方式にはたして耐えうるのかというこ

とである。ハンガリー工業の多くの部門は技術水

準の点でいまだ中進国の段階にある。しかも圏内

市場が狭陸であるため，規模の経済を十分享受す

ることができない。以上の点からして，ハンガリ

ー工業の国際競争力を世界的水準にまで高めるこ

とは実に困難な事業である。事実，ハンガリーは

西側市場において限界的供給者に止まっており，

西側市場の景気が後退したときにまっ先に市場か

ら排除されるのは，もしくは価格切り下げの対象

とされるのは，ほかならぬハンガリー産品である。

こうした状況にあるハンガリー工業に競争価格原

理を導入するならば，場合によっては，ハンガリ

ー工業が総体として欠損状態に陥いる事態も起こ

りうる。こうした事態にハンガリ一国民経済は耐

えうるだろうか？ 答えは，おそらく「否」であ

ハンガリー経済改革の新段階

ろう。この場合当面の応急措置としてフォリント

の切り下げを行ない，これによって輸出の採算性

を改善するという方策も考えられるには違いな

い。しかしフォリントの切り下げは，エネルギー・

基礎素材価格を上昇させコスト水準をも同時に引

き上げるのであって，こうした措置がハンガリー

工業の採算伎を必ず改善するという保証はなんら

存在しないのである。

もちろん中・長期的には，コメコン内の国際分

業が順調に発展するならばこれを通じる生産規模

の拡大とコスト引き下げが可能であるし，西側諸

国との産業協力を通じる技術水準の引き上げによ

りコスト・ダウンをはかることも可能である。事

実，ハンガリーの対外経済政策は明らかにこうし

た方向を志向している。この方向，つまり，コメ

コンと西側諸国というこつの相手から各々独自の

利益を引き出すという方向は，経済的に合理的で

ある。だがこの方向での努力が実を結びハンガリ

ー経済の体質強化が達成されるまで競争価格原理

を維持しうるかいなかは，依然未解決の問題だと

言わざるをえない。

第2の問題，すなわち新しい経営者層の育成と

いう問題も，多くの不確定性を残している。企業を

厳しい経営環境にさらすことによってこれに耐え

うる経営者層を作り出すという路線は，たしかに

これ以外の方策はありえないにせよ，，一つの賭で

あろう。企業の経済指導者たちがこの路線に反旗

をひるがえす可能性もないわけではないからであ

る。もっともこの路線にとってのひとつの希望は，

農業部門の企業（国営農場，生産協同組合〉に新し

い経営者層が育ちつつあるとU、う現実であろう。

ハンガリーの農業生産は，経済改革後，とくに1970

年代に入って以降，飛躍的な発展を見せているが，

これを支えている要因としては農業における物的
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基盤の強化とならびこれを急速な生産性向上に結

びつけていった経営者層の存在があった。だが農

業の場合忘れてならないのは，ここにおける経営

者層の形成が，農業企業の経営環境が改善される

ーーとくに農産物価格の引き上げによって一一中

で行なわれたということである。すなわち新しい

経営者層の形成は，農業経営が一般的な上昇軌道

にあるという状況のもとで農業企業聞の生産性向

上競争一一ー農業には独占が存在しない／一一ーを

パネとして実現されたのである。したがって，独

占が支記する工業部門において，しかも経営環境

が全般的に悪化しているという状況のもとで経営

者層の順調な形成がなされうるかいなかは保証し

かねるところである。

経済改革の第二段階をめぐる問題は，たとえ上

記ニつの困難が解決され新しい「規制された市場」

が現実に機能しえたところでおわるものではな

い。けだしこの問題が解決されるやいなや，ただち

に古くて新しい次の問題，すなわち企業閉鎖や人

員整理の可能性をさえその内にはらんでいる企業

間格差や個人所得格差の拡大を国民がうけ入れる

か否か，という問題が提起されるからである。1968

年改革後の経験も示しているように，これらの格

差拡大に対してはきわめて強力な抵抗が存在する

のであって，この問題はしばしば重大な政治問題

にすら発展するのである（事実， 1973～75年に見ら

れた改革後退の過程では，この問題が大きな役割jを演じ

た〉。効率向上のためには各種の格差拡大を評容せ

ざるをえない，それどころかこれをテコとして利

用さえしなければならないという矛盾は，ハンガ

リーの経済改革が本来的に内包するジレンマであ

るが，このジレンマが政治危機をもたらすか，それ

とも，効率向上の実現とこれに支えられた一般的

な所得水準の上昇によって潜在的な矛盾のままに
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止まるかのわかれ目は，実践的には個々の状況の

もとで格差の度合いをどこに設定するかにかかっ

ている。ただ格差拡大に対する順応度をいう点で

は，現在の状況はかなり明るいと言える。なぜな

ら，まず第1に，ハンガリー経済が直面している

経済的困難の深刻性一ーしたがってまた効率向上

の緊急性一ーに対する国民の理解が高まっている

からであり，第2に， 1968年以来の学習効果の結

果として，この問題に対する中央経済指導部の対

応がはるかに巧みになっているからである。しか

しいずれにせよ格差拡大の問題は，依然として第

二段階の経済改革の帰趨を決める主要要因の一つ

であろう。

だが格差拡大が国民に受け入れられ経済改革が

順調に進展したとしても，問題はまだ残されて

いる。その問題とは，経済改革と社会主義理念の

関係というより根本的な問題である。本稿で紹介

したような内容をもっ経済改革がはたして社会主

義理念に沿うものといえるのかという問題提起が

それである。

この問題は究極的には，市場と社会主義は両立

するのかというかの古い問題に帰着する。市場と

計画が両立するという考え方はハンガリーではも

ちろんのこと他の社会主義諸国においてもますま

す強力となっているし，ハンガリーの経済改革自

体がこの考えの具体的実践にほかならない。だが

市場と計画が両立するということと市場と社会主

義が両立するということとは理論上別個の問題で

ある。筆者の理解では，マルクス主義の創始者たち

は，市場と社会主義は両立しないという立場に立

っていたはずである。したがってこの点を見るか

ぎり，ハンガリーの経済改革は社会主義の理念に

沿うものでないと言わなければならない。だがこ

こで考察をやめる者は決して今日の社会主義を理



解しえないというのが筆者の立場である。今日の

社会主義は，マルクス主義の創始者たちが考え

たような社会主義ではない。この今日の「社会主

義jは，社会経済構成体としては，資本主義的社会

経済構成体よりも高い段階の社会ではない。こう

した認識にもとづき，筆者は，今日の社会主義を

前期的社会主義と名付けている催日。この前期的

社会主義は，資本主義が果たした歴史的課題を自

らが果たさなければならないという宿命を背負っ

ている。こうした視点に立つならば，ハンガリー

経済改革の意義づけもおのずと異なってくるろだ

う。たとえ「規制されたjものであれ，市場を媒

介とする生産力向上という発展コースが資本主義

におけるそれと本質的に異なるものでないのはた

しかだが，しかしこの発展コースを拒絶したとこ

ろで，それにかわるより合理的な選択肢があるわ

けでないのもたしかであろう。いいかえれば，こ

の発展コースを首尾よくやりとげないかぎり，

「前期的」という規定性は永遠につきまとうはず

である。したがって「前期性」をより早く克服しう

るか否かという歴史的課題の解決にとっては経済

改革は明らかに「前を」向いているといわなけれ

ばならないのである。

第二段階の経済改革と社会主義理念の関係にか

かわるいまひとつ別の問題は，社会主義的民主主

義に関連している。前稿で紹介したニェルシュ・

レジョー論文「社会主義建設における経済と政治

の関係」 （『経済評論』［K句 azdasagiSzemle] 1978 

年1月号）からも明らかなように，ハンガリーでは

経済改革が経済的意志決定における社会主義的民

主主義を大きく前進させたと評価されている。こ

の場合主として念頭におかれていたのは，経済問

題にかかわる議論への参加者の層が改革後大幅に

拡大し，かつ率直な意見交換が一般化したという

ハンガリー経済改革の新段階

ことであった。だがこうした一般的雰囲気とは別

に経済改革は経済的意志決定の分野における分権

化という制度的「民主化」をも大きく進めた。けだ

し企業自主性の拡大は，それ自体が意志決定の分

権化を意味していたからである。 1968年経済改革

はまた，企業内部においても，経営指導部に対す

る労働組合の統制権強化一一これを工場民主主義

というーーと特定の問題における労働組合への意

志決定権の賦与を進めた。したがって経済改革

は，経済にかかわるさまざまな分野において社会

主義的「民主主義」を発展させたと言ってよいで

あろう。

だがこの規定にはひとつの留保が必要とされ

る。その留保とは，上記の「民主化jが経済の分

野にのみ限定されていたということ，さらにこの

「民主化jは効率向上の手段としての性格を色護

くおびていたということである。つまりこの「民

主化jはあらかじめ限定性と方向性を与えられて

いたのである。経済生活に限定された民主化が効

率向上の手段でしかありえないのはある意味で当

然である。そうでなければ経済改革の一環として

導入されるわけがなかったからである。しかしこ

うした「民主化」が民主主義の本質に照応するも

のでありうるのかという点には疑問が残るだろ

う。けだし民主主義の本質は，アプリオリな方向

づけを否定するところにあると筆者は考えるから

である。筆者が上の叙述において民主化にカッコ

をつけた理由もこのためである。この問題は，分

権化と民主化は同義でないという点に帰着する。

すなわち経済改革はたしかに分権化をもたらした

が，それ自体はいまだ民主化とはイコールでない

のである（もっとも分権化以外の問題，つまり政

府レベルの経済政策にかかわる公開討論の前進や

労働組合の統制権強化は明らかに民主化の前進を
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示しているといってよいだろうが〉。

以上の視点に立って経済改革の第二段階を評価

すればどうなるか。今回の改革では，企業内管理

機構の近代化が取り上げられている。この近代化

は具体的には中下級管理職層への権限委譲，つま

り分権化の前進を意味している。しかしこれは，

上に述べたように，いまだ民主化と規定しうるも

のではない。一方，第12回党大会の議論にも見ら

れたように，企業経営者層の役割が強調される中

で，工場民主主義の強調はかげをひそめたように

見える。第四回党大会の報告と決定は，工場民主

主義にほとんど論及していないのである。これは

第11回党大会（1975年〕の諸文書がこの問題に大き

な注意を向けたのと著しい対照をなしている。も

ちろん工場民主主義の制度的枠組は以前も今もな

んら変わっていない。しかし工場民主主義が経営

者層の自由な活動をしばるととに対する不信は明

らかに強まっている一一少なくとも政治指導部内

においてーーと見てよいようである。つまり，今

回の改革により工場民主主義はむしろ後退するの

ではないか，と録者は考えている。したがって
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この点に着目するかぎり，経済改革の第二段階は，

社会主義的民主主義の発展にとって，すなわち社

会主義的理念にとってむしろネガティヴなものと

言えるかもしれない。

だが筆者は，経済合理性が貫徹すべき企業にお

いて社会主義的民主主義を工場民主主義という形

で実現させようとする考え方自体に疑問を感じて

いる。なぜなら，こうした類の民主主義は効率の

向上になんら寄与しないと思われるからである。

むしろ社会主義的民主主義の発展は政治生活にお

いてこそ進められるべきではないか，というのが

築者の考えである。政治生活の民主化が十分に展

開してはじめて，条件の成熟に応じて，つまり効

率規準と対立しない形で，企業内の民主主義も発

展しうるようになるだろうと考えるからである。

だがこの問題は，経済改革が解決しうる課題の枠

をはるかに越えている。

（注 1) 前期的社会主義にかんする筆者の理解は，

決して十分に展開されたものではないが，拙稿『『前期

的社会主義』の範略奪について」 （「アジア経済』 第17

巻7号 1976年7月） 62～70ベージに示されている。

（アジア経済研究所調査研究部〉


